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I 
概要書 
 
本論文は、研究開発マネジメントの一環に位置づけられる知財戦略を企業経
営という高く広い視点に高めることを目的とする。特許の取得は企業の研究開
発活動の延長としておこなわれているところ、それは研究開発マネジメントの
一つに過ぎない。研究開発の目的は、研究開発活動を促進してイノベーション
を創出することであり、その現場ではともすると本来は手段であるところの特
許取得が目的と化しかねない。企業の事業展開に益する特許取得を戦略的にお
こなおうとするためには、研究開発部門任せの知財戦略から脱却し、経営の視
点から知財戦略を見直し、知財戦略のあるべき方向性を企業トップが自ら示し
牽引することが必要となる。そのために本論文は企業経営者へのメッセージを
旨とする。 
 
問題意識と環境分析 
近年、多くの企業が競争優位獲得のための一手段として特許取得に多大な投
資をおこなうが、特許は、技術発明という情報、すなわち無体物に対する権利
であるがゆえに、権利範囲の不明確性、価値の相対性、価値実現の不確実性、
価値算定の困難性といった他の有体物と比べて特異な要素を内包するものであ
る。そのため、取得した一つ一つの特許が直接に競争優位につながるか否かは
その明確な判断または予見が困難な場合も多い。研究開発の成果を権利化した
特許権は、最終的には企業の収益に結実させるための手段であるが、昨今、い
くつかの研究が一定の産業における研究開発投資から得られる付加価値額の低
下につき問題提起している。研究開発投資効率の推移を分析すると、産業ごと
に増加、維持、減尐の傾向が著しい。このことは、産業ごとに技術の特性ひい
ては特許の位置づけが異なることを暗示する。さらに、自己の活動拡大に伴い、
企業は自国以外でも積極的に特許出願を展開するなかで、新興諸国での特許運
用実態の改善を申し入れる先進諸国の業界活動、先進諸国のそれぞれがまたは
他国との連合として実施する新興諸国への権利保護強化に向けた制度改革のた
めの支援供与、あるいは国際会議の場においてそれらが南北問題を呈する議題
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として取り上げられることは、特許の保護には特許法の充実はもちろんのこと
それを支える法執行システムの成熟が重要性であること、および新興諸国での
法執行の運用実態が不十分であることを示唆する。これらを要すると、特許の
運用、特に出願においては、産業の違い、地域ごとの制度の違いがその戦略に
大きく影響することを意味する。 
 
産業と特許、先行研究 
産業という観点から特許実務を概観すると、使い方に異なる傾向が認められ
る。たとえば、製薬企業は自らによる独占的な利用をおこない、第三者へはラ
イセンスしない。一方で電機・情報通信企業は第三者との間で開放的ライセン
スアウトやクロスライセンスをおこなうことが一般的である。さらに、第三者
へのライセンスでは、ライセンス許諾の対価であるライセンス実施料も産業ご
とに異なる傾向が認められる。このように、特許は産業特性、技術特性に対応
して、産業ごとに異なる位置づけがなされているものと考えられる。先行研究
によっても、「統一の特許制度のもとで産業ごとに異なる運用がなされている」、
「特許の価値は産業ごとに大きな違いがある」、「占有可能性は産業ごとに異な
る」ことが示されている。このように、特許の価値すなわち重要度はより高い
産業と比較的に低い産業とに相違がある。 
 
法執行の成熟度と特許、先行研究 
特許制度運用を担う法執行システムは、権利を侵害する第三者を排除し技術
の独占を実現させると同時に損賠の賠償をおこなわせしめる権威、強制力とし
て、特許の価値を担保する位置づけにある。この法執行システムが未成熟であ
る場合、特許権者は第三者による権利の侵害に際してこれを排除することがで
きず、特許保有の目的が実現されない、つまり特許の取得が徒労に帰すことを
意味する。現在、特許法を制定する国は 148 カ国におよぶが、新興諸国におけ
る特許権の保護実務は、先進諸国の期待するレベルには遠く、改善に向けた協
議、協力や申し入れが行われているところである。この点に関する先行研究と
して、「新興国では法整備に続き、今後の法執行の充実が求められる」、「中国の
所有権保護は欠如している」、「中国の法執行はあいまい、不確実、不透明、恣
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意的である」ということが示されている。このように、特許法や制度それらの
みは特許の価値を保証するものではなく、先進国と新興諸国でひらきのある法
執行システムの成熟度により特許取得の意義は左右されるところである。 
 
事例分析 
企業の特許出願に影響する産業ごとの特許の違いと国・地域ごとの法執行シ
ステムの違いは実務家の間でも認識されており、これら二つに関する多くの先
行研究が蓄積されている。そこで本論文では、産業と制度という二つの視点を
組み合わせ、複眼的な特許出願戦略を検討するために、産業ごとの特許の違い
の代表事例として、製薬業界と W-CDMA 技術の特許問題の事例分析をおこな
い、法執行システムの成熟度の違いの代表事例として、中国における裁判事例、
仲裁判断の執行の問題の事例分析をおこなう。これらの事例分析により、産業
の違い、制度の違いが特許に与える影響の相違を明らかにし、ここから特許出
願戦略を導出する。 
 
本論文のメッセージ 
先行研究および事例分析から、特許の位置づけや使い方は代替技術の脅威の
違いのために、産業の特性に大きく依存するものであることが明らかである。
また、特許権者がその権利を行使し第三者実施の排除を実現しようとするため
には、特許法そのもののみならずそれを担保する社会の法執行システムの発展
向上が不可欠なものである。従い、企業は、自己が属する産業の特殊性と、自
己がすでに事業をおこなうまたはこれから事業をおこなおうとする市場におけ
る特許制度の運用担保を担う社会の成熟の程度に応じて、異なる戦略をとるべ
きである。産業の特性および法執行システムの違いから、特許取得において、 
 
① 代替技術の脅威が尐ない分野かつ法執行システムの成熟した国・地域で事
業をおこなう企業は、 
「全力で特許取得をおこない周辺・改良特許の積極取得にも注力する」 
 
② 代替技術の脅威が小さい分野かつ法執行システムのいまだ未熟な国・地域
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で事業をおこなう企業は、 
「将来の社会・制度の成熟を見据えコアとなる特許のみをゆるくひろく取得す
る」 
 
③ 代替技術の脅威が大きくかつ法執行システムがいまだ未成熟な国・地域で
事業をおこなう企業は、 
「特許取得に代えて技術のブラックボックス化、先行者利得、チャネル構築、
希尐材料の占有、ブランド構築、マーケティング、公知化目的の出願等の手段
で優位性を築く」 
 
④ 代替技術の脅威が大きくかつ法執行システムの成熟した国・地域で事業を
おこなう企業は、 
「選択的な特許取得をおこない価値ある特許の藪を形成する」 
 
というそれぞれ異なる戦略をとるべきである、という仮説的提言を本論文は導
くものである。 
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はじめに 
 
第１節 問題意識 
本論文の目的は、企業経営者に、知財戦略について、特に特許の出願戦略につい
ての仮説的提言を示すことである。企業経営の究極の目的は収益をあげ事業を継続
し発展展開することであるが、そのためには市場において対競合他社の競争優位を
獲得し維持することが必要となる。競争優位の源泉としては、高品質製品、低価格
製品、ブランド認知、デザイン、ハイクオリティのサービス提供、先進的技術等の
様々な手段がある。その一つに開発した先進的な技術の独占がある。法的な技術の
独占は一定の手続きを経て特許権を取得することにより可能となるが、特許取得に
際しても、企業の知財戦略の策定が求められるところである。その項目は、たとえ
ば、重点的に出願する技術分野、出願する技術発明の程度、出願国、出願数、出願
時期である。コアとなる基本発明のみ出願するのか、それとも改良発明や多数ある
代替技術のそれぞれも発明として出願するのか。製品で実施されることが確実な完
成度の高い発明のみを出願するのか、それとも将来実施することが不明な要素的技
術発明でも早期に出願するのか。他社による侵害が容易に確認できる発明だけ出願
するのか、それとも製造方法に関する発明など製品から侵害を確認することが困難
な発明までも出願するのか等、さまざまな出願の戦略判断があり、特許出願は企業
の知財戦略に応じて恣意的に変移しうるものであるし、企業経営者は企業が進むべ
き方向性に従いこれらを能動的に変化させるべきものである (中村・京本, 2006)。 
 
翻って特許制度の法源たる特許法をはじめとする法は、明確さ、堅さ、厳格であ
る、確実である、という一般に抱かれる印象とは異なり、その実は、法が規定する
文言の解釈と、実際の運用を担う実態ある制度に依存するものである。法は、原則
として、想定されるかつ想定しきれないあらゆる状況に適用されようとする一般
的・普遍的なルール規定であろうとするがゆえに、それを個別具体的な事件・事象
に適用するためには人による解釈と制度による運用が必要となるのである。つまり、
法それ自体は確実性、予見可能性、信頼性を必ずしも担保するものではない。その
ため、現実社会における法律や特許権は、他の多くの要素が混在する社会という動
2 
的な文脈の中で解釈されるものであるため、権利主体は広い視点での環境認識を有
することが重要となる。社会という文脈の中でルールがどのように解釈され運用さ
れるかは、ルール文言から一義的に導かれるものではなく、またルール設計者の意
図と必ずしも一致するものでもない。ルールの解釈と運用は、社会文化や経済政策
動向、さらには利害を有する関係当事者の主張・立証や私的政治活動とそれらの目
的や正義、あるいは社会的政治的動向により決着するものである。そのなかでも特
許においては、その権利の客体が技術情報であるがために、権利は有効か、特許性
を有するものか、権利の内容は何か、その射程範囲はどこまでか、被疑侵害製品は
何か、という技術的な解釈が必要になるという点で他の物件とは異なる不安定かつ
複雑な要素を有する。 
  
企業は競争優位を獲得しようとするその一つの方法として、研究開発をおこない
技術的に優位な地位の獲得を目指し、研究開発の成果たる技術発明を権利化しその
技術的優位性を法的保護の下により確実ならしめるものである。特許の根本となる
研究開発については、要される投資額、リスク、成果の事業展開への影響は産業ご
とに大きく異なり、実際に、研究開発と企業の付加価値創出の効率は産業ごとに傾
向差異が著しいことも明らかにされている。これは、産業ごとに技術の特性が異な
ることが背景にあり、つめては代替技術の出現脅威に起因するものと考えられる。
しからば、特許取得に際しても異なる技術特性を有する異なる産業ごとに、その出
願の戦略は違うべきものであろう。 
 
さらに、特許実務において重要な要素は、特許制度は各国・地域が取り扱う国内
の問題であり、その効力は各法域内にとどまるものであるという点である。個別の
特許は国内問題でありながら、企業の活動、技術情報や技術情報を体現する製品は
国境を越える。そのために、企業にとっては個別の特許を取得しようとすること、
その特許権を行使しようとすることはそれぞれの国・地域の制度に応じた国内的な
問題であると同時に、自己の活動に応じてどこの国・地域で特許を取得し必要に応
じて行使していくかという国際的な問題であるという点で、二つの側面を持ちうる
ものである。このような状況において、権利の取得とその後の行使は各国・地域の
制度の下で遂行してくこととなるところ、多くの新興諸国が特許制度を導入してい
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るものの、その運用は特許制度の趣旨に適う発展状況にはない。そのため、取得し
た権利の確実性を増すために、企業等は新興諸国の制度改革、運用向上に関心を寄
せ、先進諸国は新興諸国に人材育成や研修・講演等の支援や法令改正や実施細目等
につき情報提供を積極的に実施しているものである1。このことは、権利化した特許
が、法執行システムの成熟した国・地域に属するものか、あるいは今後の向上発展
が期待される国・地域に属するものかにより、権利行使の段における信頼性、確実
性が異なることを示すものである。ゆえに、特許取得に際しても権利行使の実効性
を考慮のうえで、法執行システムの成熟の度合いに応じて企業の出願戦略は違うべ
きものと考えられ、経営者による大局的な判断が重要となる (大嶋, 2008)。 
 
企業トップの人が入社した当時の部門やその後の経歴は多様である。営業を担当
したのちに事業部長として実績をあげて本社経営幹部になった人もいれば、技術開
発部門出身、人事部門出身、経理部門出身の人もいる。それぞれ出身部門で立派な
業務成果をあげ、次第に責任の重い仕事を経験しながら会社のトップになっていく。
しかしながら、知財部門出身で会社のトップになったケースは極めて尐ない。その
ため、知財に明るくない企業経営者としては、知財戦略の策定から実行までを担当
責任者に任せきりにする、知財へ過大な期待をよせる、知財戦略を欠く経営戦略を
遂行するといった陥穽に陥りかねないこととなる。また、企業知財部員や職業弁理
士2等の知財実務に直接携わる方々の多くが、知財紛争を経験したことがないため、
権利行使を見据えた特許取得への配慮が不足しがちともいわれる。権利取得された
特許権のうち、実際に利用される技術発明はわずかに半数程度であり、さらにその
うち特許権を巡って現に第三者との間で係争となるケースは極めて稀であること。
そしてその大部分が提訴前後の和解において法律論かつ技術論の専門議論を経ずに
ビジネス的な決着に至るという事情があろう。このように、知財の現場担当者でさ
え十分には備えない視点を、知財との関わりのなかった企業経営者が自修自得的に
持ち合わせないこともやむを得ないことである。そこで、本論文では、経営に知財
                                               
1 2010 年 4 月 20 日、日本経済新聞「法解釈や知財保護、中国に改善要求」。2010 年 12 月 16
日、日本経済新聞「米中、知財保護強化で一致」。 
2 弁理士法で定められる、知的財産権および知的財産権に関わるさまざまな権利の取得や権利
をめぐる紛争等において法律で定められた様々な手続を、その権利者の立場に立って行う知的
財産権の専門家。 
4 
的視点を付加すべく、代替技術の脅威に起因する特許の産業差異という知財戦略的
要素と、法制度の信頼性・有効性の前提となる社会の成熟に伴う法執行システムと
いう法務戦略的要素の二つの要素を融合し、複眼的かつ大局的な視点から、企業が
どういった状況の下でどのような特許取得をおこなっていくべきかを明らかにしよ
うとするものである。 
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第２節 論文の構成 
本論文の構成は、下記のとおりである。まず、第 1 章で、本論文の研究の中心と
して取り扱う特許と特許を取り巻く現状について議論し、特許の重要性の増加、資
産としての特許の特殊性、実務における課題を概観する。続く第 2 章では、特許の
産業特性と制度の論点から先行研究の整理をおこない、経営・戦略学的な知見およ
び法律学的な知見を考察する。第 3 章では、前章までの視点から、産業特性に関す
る事例、制度特性に関する事例を取り上げ、事例研究をおこなう。第 4 章において、
特許のおかれる産業特性および制度運用という二つの視点から企業はいかなる特許
取得の姿勢を持つべきかにつき論じ、本論文が提示する仮説を構築するものとする。
終章では、本論文の研究のまとめと今後の研究課題について記す。 
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第１章 環境分析 
 
本章では、まず環境分析として第 1 節において特許取得動向と市場および制度で
の特許を取り巻く環境変化を、第 2 節では特許の資産的な特殊性を、そして第 3 節
では特許実務における課題を論じ、そこから見えてくる現状の課題と問題点を第 4
節でまとめる。 
 
第１節 戦略要素としての特許 
第１項 特許出願の増加  
特許権 (以下「特許権」または「特許」という) の出願が世界的に増加している。
1990 年代後半からは前年対比 40％増加で推移しており、1998 年の 120 万件から
2008 年の 190 万件と 160％の伸びを記録した。世界的にも多くの企業が研究開発
の成果として特許を取得することを企業活動の一つとしておこなう (図表 1-1)。我
が国では、明治維新後、近代化が急務との観点から、特許制度整備の必要性が認識
され、明治 18 年 (1885 年) 4 月 18 日「専売特許条例」が公布され特許制度が始ま
った。以後、順次特許制度が整備されるとともに、大正 10 年の改正では、それま
での先発明主義3から先願主義に移行し、その後、昭和 34 年にこの大正 10 年法が
全面的に改正され、現行特許法となった。このように特許の起源は古く明治時代に
まで遡るが、実際に我が国で特許権の存在感が増してきたのは戦後復興の 1950 年
代以降であり、さらに近年の技術水準の高度化、権利意識の浸透、インターネット
やデジタル化という情報技術の発展、グローバル化は出願件数の伸びの背景と考え
られる。特許出願の内訳を 1990 年実績と対比すると、デジタルコミュニケーショ
ンの分野で 700％近い伸びであり、製薬の分野は 300％弱、繊維分野はほぼ横ばい
と産業ごとにその推移が異なることが確認できる (WIPO, Patent applications by 
field of technology)。 
 
                                               
3 先発明主義とは、最初に発明した者に特許を与える考え方。これに対して先願主義とは、先
に出願した者に特許を与える考え方。先願主義は日本だけでなく、ほとんどの国で採用されて
いる。 
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特許の出願増加に応じて、特許権の使い方も拡大してきた。黎明期においては、
もっぱら権利者自身による当該特許技術の独占が主たる使い方だった。その後、次
第に、当該特許技術を正当な権利なく使用する第三者である権利侵害者、主に権利
者自身と同じ業界に属する企業に対する消極的なライセンス4という使われ方が普
及していった (Arora and Fosfuri, 2002; Fosfuri, 2006)。さらに、近年は、権利者
と被許諾者間の自主的な合意からの積極的なライセンスアウト5という使い方も増
加している。保有する特許をさもなければ権利侵害となる第三者にその使用実施を
許諾 (ライセンス) することにより、特許権者は当該技術を第三者に正当に実施せ
しめる対価としてライセンス料を得ることができる。実際に国際的な技術取引も増
加している (図表 1-2)。これらの推移に呼応して学術的な研究テーマも展開し、た
とえばライセンスアウトの動機も、産業ごとに異なる傾向があることが明らかにさ
れている (Lichtenthaler, 2007)。このように、企業活動における戦略要素としての
特許の重要性は増し、知財の経営全体への影響がかつてないほど大きくなっている
ことを示されると同時に、動向変化や特許の位置づけが産業ごとに異なることも確
認できる。 
 
 
 
                                               
4 消極的ライセンスとは、侵害企業に対して事後的遡及的に許諾するライセンスをいう。 
5 積極的ライセンスとは、権利者の意向または事前合意により他者に許諾するライセン
スをいう。 
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図表 １-１ 世界の特許出願件数の推移 
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出所：世界知的所有権機関統計から筆者作成 
 
 
図表 １-２ 国際技術交流 (技術貿易) の推移 
 
出所：総務省統計局 
  (※左から順に技術輸出/受取額、技術輸入/支払額、貿易収支額) 
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第２項 特許への関心注目 
近年、世界的にも多くの特許が出願、取得されている事実は、企業において特許
の有効性、価値が認められていることの証左といえる。企業の年次報告や各特許審
査・査定機関が出願者等のランキングを公表するように、株主をはじめとする多く
の利害関係人が、特許の取得動向に関心をもつ6。企業だけでなく基礎研究や研究者
養成を担う最高学府においても、2005 年から独立法人化された国立大学の多くが、
TLO (Technology Licensing Organization, 技術移転機関) と称する専門の知的財
産部門を学内外に設置し、積極的に特許取得をおこなっていくべく取り組んでいる。
また、特許権は譲渡性を有するため、不要となった権利は他社に売り渡すことがで
きるため、実際に、特許の資産性への注目が高まり、特許流通市場の形成がここ 2
～3 年の間に急速に進んでいる7。企業買収時の資産鑑定のための知的財産デューデ
リジェンス8に関しても議論が盛んであり、知財への関心の高まり、知財そのものの
取引の増加を示すものである。 
 
このような状況において経済産業省では 2005 年から、独立行政法人新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構 (通称 NEDO) や独立行政法人産業技術総合研究所 (通
称産総研) 等の協力を得て、国家的に重要な産業技術のロードマップを俯瞰する「技
術戦略マップ」を策定、公表している。技術戦略マップは、新産業の創造やリーデ
ィングインダストリーの国際競争力を強化していくために必要な重要技術を絞り込
むとともに、それらの技術目標を示し、かつ研究開発以外の関連施策等を一体とし
て進める計画をとりまとめたものある。いわば、産学官の研究開発投資の戦略的実
施の羅針盤ともいうべき俯瞰的ロードマップである。また、経済産業省の外局であ
り特許権を中心とする知的財産権を所管する特許庁では、知的財産立国の実現に向
けた産業財産権施策の企画立案を積極的に推進するために、知的財産シンポジウム
の年次開催や、知財戦略事例集や技術移転成功事例集の編修と公開、世界各国との
                                               
6 2010 年 12 月 1 日、日本経済新聞「中国、特許出願件数で英仏抜く」。2010 年 11 月 18 日、
日本経済新聞「2009 年度、医薬業界 特許資産の規模ランキング」。 
7 株式会社リンクス・プロ、「知的財産取引ビジネス  (特許オークション) に関する調査研究」
平成 14 年。 
8 デューデリジェンス (due diligence) とは、投資や企業の合併・買収などの取引に投資対象の
適格性を把握するためにおこなわれる、対象企業や不動産・金融商品などの資産の調査活動全
般のこと。事業、法務、人事、財務等と多岐にわたる中で、知的財産の資産性やリスクの認識
拡大により知的財産デューデリジェンスはますます重要になる。 
10 
特許審査ハイウエイの策定等をおこなう。これらは、企業、知財関係者の知的財産
権に関する知識・理解の向上、研究者層の拡大および我が国における知的財産活動・
研究の一層の活性化を図ることを目的とするものであり、知的財産の拡充と有効活
用のための制度や環境作り、情報の発信に努めているものである。これらの活動は
経済産業省や特許庁のみならず多方面で実施されており、特許制度の拡充、特許保
護の強化のためには特許法そのもののみならず種々の施策や体制強化が必要である
ことを明らかにする (図表 1-3)。このように特許を利用する企業等の活動、特許の
資産としての受け皿となる特許市場の興起、さらに、特許制度を担う行政は活発な
動きを展開している。 
図表 １-３ 「権利行使の強化」のためのシステム改革 
 
出所：佐藤 (2008)
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３．特許の分布 (特許の出願分布と人口、市場、経済成長の分布) 
日本、欧州、韓国、米国の特許庁が発表する四庁統計報告書 (2009) によれば、
2008 年において存在する世界の特許のうち、実に 91％ (680 万件の特許相当) が当
該四庁のもとに付与された特許である。その内訳は、35％が欧州特許、28％が米国
特許、19％が日本特許、9％が韓国特許、残りのおよそ 9％がその他の国・地域の特
許となっており、現存する特許の分布は特定の先進諸国に大きく偏ってことをしま
すものである。 
 
ここで、企業が特許取得を求める世界各国の主要な経済指標を確認する (図表
1-4)。世界の GDP (2009) の一番多くを占めるのは米国であり世界の 18％相当、続
いて日本 6％、中国 6％、続いてドイツが 5％となっている。経済成長率 (2009) は、
1 位はアフガニスタン 22.55％、2 位は東ティモール 11.61％、3 位はエチオピア
9.95％、4 位はアゼルバイジャン 9.30％、5 位は中国 9.10％となっている。ちなみ
に、米国は－2.63％、日本は－5.22％である。欧州をまとめたものはないが、フラ
ンスは－2.55％、ドイツは－4.72％、イギリスは－4.90％という結果となっている。
また市場においての購買活動の主体となる人口は現在世界で 69 億人であるところ、
このうち中国は 13.5 億人、インドは 12 億人、EU は 5 億人、アメリカは 3 億人、
インドネシアは 2.3 億人、ブラジル・パキスタンは 2 億人、日本は 1.2 億人を占め
る。 
 
図表 １-４ 経済指標と世界の国々 
 1 位 2 位 3 位 4 位 
特許権 欧州 アメリカ 日本 韓国 
GDP アメリカ 日本 中国 ドイツ 
経済成長率 アフガニスタン 東ティモール エチオピア アゼルバイジャ
ン 
人口 中国 インド 欧州 アメリカ 
出所：特許庁、総務省統計局データから筆者作成 
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このように、現存する特許と人口分布、顕在または潜在の市場規模および経済成
長は対応しているものではない。そのことは、つまり現在の特許出願の傾向、特許
の取得を求める国・地域は安定的な静的環境にあるものではなく、むしろ、今後の
世界各国経済の成長によってさらに変化していくものと考えられる。そのため特許
を取得しようとする企業は自社が特許を取得しようとする国・地域について戦略的
に考察し出願是非を含む出願戦略について検討する必要があるだろう。 
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第２節 特許とは 
第１項 特許とは 
本論文のテーマとする特許は、特許法のもとに制度化され運用される。特許法は、
一定要件を満たす発明をなした者に、当該発明の内容を社会に公開させる代償に一
定期間の独占的排他権を付与することで、発明を奨励し、これをもって産業の発達
に寄与することを目的とするものである (特許法第 1 条)。一定程度以上の高度な発
明に独占的排他権を付与することにより産業の発達を促すことを目的にするため、
特許権を取得しようとする技術発明には、特許法が定める要件を備えること求めら
れる。これは、新規性 (特許法第 29 条第 1 項)、進歩性 (特許法第 29 条第 2 項)、
産業上の利用可能性 (特許法第 29 条) の 3 要件といわれる。 
 
新規性とは、すでに世の中に存在する技術に対して新しい内容であることを意味
する。進歩性とは、技術の新さの高度性を求めたものであり、当業者9をもってして
も容易に着想しえない内容であることを意味する。産業上の利用可能性とは、当該
発明が商業的に有用なものであることを意味し、たとえば個人的な利用のみにとど
まる発明や公序良俗に反する発明は要件を満たさない。このような特許性の要件を
設けることにより、保護に値しない権利の乱立を回避し、高度な技術発明のみを審
査選別しようとするものである。特許要件については本質的な規定上の考え方は主
要先進国間ではほぼ統一されている。たとえば、アメリカ (US Patent Law, Section 
101: Inventions patentable) では、新規性 (Novelty)、非自明性 (Non-obviousness)、
有用性  (Utility) として、欧州  (European Patent Convention, Chapter I: 
Patentability) では新規性 (Novelty)、進歩性 (Inventive step)、産業上の利用性  
(Industrial use) と称し各特許法のもとで保護に値する発明の要件を定める。すな
わち、世界的な標準として、特許に値する発明技術の内容を、世界的に公知ではな
く、進歩性が高く、かつ産業上利用可能なものに限定している。 
 
                                               
9 当業者とは、特許出願された発明の属する技術分野における通常の知識を有する者をいう。 
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（特許の要件） 
特許法第二十九条    
産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発
明について特許を受けることができる。  
一  特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明  
二  特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明  
三  特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載され
た発明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった発明  
２  特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者が前項各号に掲げる発明に基いて容易に発明をすることができたときは、その
発明については、同項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。 
 
 
出所：特許法 
 
特許権の客体は、人間の知能的活動によって産み出された生産物である情報、す
なわちその技術情報たる思想である。そのために、これの権利化を求める者は、自
己の責任においてこの思想の本質的発明性を抽出し文言へ落とし込み、特許庁に対
して特許出願をおこなうこととなる (図表 1-7)。言い換えれば、発明そのものがな
されたことは特許権の付与を保証するものではない。その発明の真の価値の正しい
理解認識、発明を示すための文言検討、さらに審査官の理解納得を高めるための出
願書類の整備等は高度かつ専門的なスキルを要する作業である。同じ発明であって
も、弁理士の巧拙によって特許査定10の結果が異なることも往々にありうる。また、
権利客体が無形の情報であるがために、占有になじまず、それゆえ、重畳的利用が
可能である。その権利の特殊性に鑑み、特許法は、侵害紛争における権利者の負担
軽減のために損害賠償の推定 (特許法 102 条)、過失の推定 (特許法 103 条)、立証
責任の転嫁 (特許法 104 条) の規定をおく。このように特許権は高度に専門的かつ
技術的な要素を有するため、この制度の下で権利化をおこなおうとする企業のみな
らず、その運営を担う行政の経験の蓄積、周辺制度の拡充も必要となるものである。 
                                               
10 特許査定とは、審査の結果、審査官が特許を許可する場合におこなう査定をいう。正しくは 
特許をすべき旨の査定という。特許査定があった後、特許料を支払うことにより、特許原簿へ
の登録がおこなわれて特許権が発生する。 
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図表 １-５ 特許権を取るための手続 
 
出所：特許庁ホームページ 
 
第２項 特許と知的財産高等裁判所 
特許権者は当該権利で保護される技術的範囲おいて、排他独占的に当該技術を実
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施することが認められる11。排他的独占権とは、その技術発明を独占的に使用する
権利であり、これは、特許法の立法趣旨である、発明の保護と利用を図ることによ
り、発明を奨励し、また産業の発達に寄与することを目的とするものである。従い、
独占的排他権たる特許を有する権利者からの許諾を受けることなく、法定または裁
定の正当な権利を取得せず当該技術を実施する第三者は権利侵害を構成する。権利
者と侵害者の間にはこうして特許侵害に関する紛争が発生する。当事者間での紛争
解決の協議が調わない場合は、権利を侵害された特許権者は自己の特許権にもとづ
き侵害行為を排除するために、または権利を侵害されたとされる被疑侵害者は権利
侵害の不存在を確認するために、裁判所に救済または確認を求めることができる。 
 
特許をはじめとする知的財産にかかわる紛争を専門的に処理する裁判所として、
我が国では知的財産高等裁判所 (知財高裁) が 2005 年に設立された。通常の係争の
場合、家庭に関する事件の審判等をおこなう家庭裁判所や訴額 140 万円以下の軽微
な事件を扱う簡易裁判所という一部の例外を除いて、裁判は地方裁判所、高等裁判
所、最高裁判所の三審制をとることを原則とする日本の裁判制度において、知的財
産に関する紛争を専門に取り扱うという特別な役割のために、知財高裁が新しく設
立された。技術的かつ法律的に専門的な判断が求められる裁判において集中的に充
分な審理を尽くすことを目的に設立された米国の連邦巡回区控訴裁判所 (1982 年
設立) を参考に設立された知財高裁は、知的財産に関する事件を専門に取扱う、東
京高等裁判所の「特別の支部」と位置付けられている (図表 1-6)。知財高裁は、通
常の裁判所と同様に事実認定、法律問題の判断をおこなうことに加えて、特許訴訟
を取り扱うことに由来するその技術的な特徴から、技術的理解や判断をサポートす
るための知見を提供するため、非常勤の専門委員が設置される。知財高裁の設立に
は、専門的技術的な知見の必要性と、他の物件や債権と比較した場合の特許権の特
殊性から、裁判所としてより専門的かつ統一的な判断をおこなおうとする意思があ
るものと思われる。これは特許の重要性、特許問題の特殊性、専門性を示す政策で
あると考えられる。 
                                               
11 特許法第 68 条 「(特許権の効力)特許権者は、業として特許発明の実施をする権利を専有す
る。ただし、その特許権について専用実施権を設定したときは、専用実施権者がその特許発明
の実施をする権利を専有する範囲については、この限りでない。」 
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図表 １-６ 知的財産高等裁判所が取り扱う事件 
 
出所：知財高裁ホームページ 
 
第３項 特許と属地主義 
特許権は、属地主義の考えから付与された各法域内においてのみ効力を有するも
のである。この属地主義とは、法律の適用範囲や効力範囲を、一定の領域内につい
てのみ認めようとする立場であり、慣習国際法上、各国家に認められている基本的
権利の一つである領土主権に基づくものである。特許法をはじめとする知的財産権
法における属地主義の考え方については様々な解釈が存在し得るが、いわゆる属地
主義は、パリ条約12の解釈等により、一国の特許権の効力が外国におよばないとい
                                               
12 工業所有権の保護に関するパリ条約、1883 年。内国民待遇の原則、優先権制度、各国工業所
有権独立の原則などについて定めており、これらをパリ条約の三大原則という。パリ条約第 4
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う趣旨であると解される。 
 
かくして、特許権は各国・地域がそれぞれ独自に整備し運用する制度でありなが
ら、技術情報や技術情報を体現した製品は国境を越える。そのため、特許制度の整
備や技術レベルの進んでいる先進国から特許制度の整備が遅れる発展途上国への支
援やプレッシャーがある。その流れの中で、世界的に特許制度の統一化、技術の保
護を図る目的で、PCT13条約、WTO 等により、各国の協調を促進しようとする動き
がある。このように、世界的な特許制度の統一の議論があるが、一方で、特許を技
術保護の手段、企業の戦略ツールとして有効ならしめるためには、制度のみならず、
運用体制、執行力、つまりは裁判制度の充実が必須であろう。しかしながら、現実
には、特許制度の共通化さえも困難なところ、さらにその運用という執行 (裁判制
度) を統一や同一レベルにすることは非常に難しいことだと考えられる。このよう
な制度的な状況の下においては、企業は特許法のみならず権利行使を見据えた法執
行システムの信頼性をも意識した特許実務に努める必要があろう。 
 
第４項 特許の価値算定 
そもそも一定の特許性を満たす技術的思想に対する権利である特許は、その権利
範囲を確定するためには技術的な解釈を要するところであり、さらに、技術の実施
の状況・能力、代替技術の有無等により、その特許によりもたらされる利益は異な
るところである。従い、特許の価値の算定は、通常の他の資産、たとえば不動産た
る土地や動産たる自動車といった資産の価値算定に比べて、より複雑多様な要素を
含むものである。図表 1-7 は一般に資産価値を測定する際に使われる三つのアプロ
ーチ方法である。具体的には企業買収の場において、被買収企業の保有する特許の
価値を算定する場合に用いられる。 
 
 
                                                                                                                                   
条の 2 によれば、特許は各国ごとに独立したものであり、各国で与えられ、各国内でのみ有効
なものである。これはパリ条約の原則の一つであり、各国特許の独立の原則と呼ばれる。 
13 特許協力条約 (Patent Cooperation Treaty)、1978 年発効。ひとつの出願願書を条約に従っ
て提出することによって、PCT 加盟国であるすべての国に同時に出願したことと同じ効果を与
える。 
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図表 １-７ 知的財産価値評価の手法 
 考慮する要素 特許権への適用 
コストアプローチ 複製・代替コスト 研究開発投資額を試算 
マーケットアプローチ 類似取引価値類推 類似技術の譲渡額を参照 
インカムアプローチ 得られる利益 類似技術のライセンス参照 
 
 
上記のとおり学術的な資産価値算定のアプローチが類別されており、理論的にも
無形資産たる特許への適用も考えられ。しかしながら、算定のために必要となる情
報の完全な入手が困難なこと、加えて上記の算定アプローチを適用したところで実
質的にバランスを欠く評価結果となることからも、具体的な状況においてはその他
事情を総合的に勘案してケースバイケースの判断がなされているのが実情である。
たとえば、コストアプローチを採用しようとする場合にも、対象技術を複製するた
めの研究開発投資額を試算することは極めて困難であり、マーケットアプローチを
採用しようとする場合でも、参照すべき類似技術の譲渡額を検討するにあたり、そ
もそも類似する技術というものがありうるものか、類似技術があった場合にも当該
類似技術は譲渡実績があるのか、通常秘密扱いとされる譲渡額を確認することは可
能であるか、といった多くの現実的な制限に阻まれるところである。 
 
特許の価値、特許の技術的な範囲を争った複数の訴訟が確認できる  (図表 1-8)。
いずれの訴訟においても、下級および上級の裁判所に示された事実は大きくかわら
ないものの、地裁と高裁あるいは最高裁における特許価値の算定、それにもとづく
損害額の判断は大きく異なるものであった。事実認定のプロフェッショナルである
裁判官であっても、技術的範囲の解釈を含む特許の裁判においては、その判断には
大きな困難が伴うことを示すものである。 
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図表 １-８ 特許と裁判 
青色 LED 訴訟 (日本) 
要旨 元従業員が、発明対価の支払いを求めて企業を提訴。地裁で 600 億円
と算定された対価は、高裁で 4,5 億円とされた。発明技術の事業への貢
献、研究者の貢献の判断の困難性を示す事例。 
補償金請求事件 (日本) 
要旨 元従業員が発明対価の支払いを求めて企業を提訴。地裁 0.3 億円と算定
された対価額は、高裁で 1,6 億円とされた。発明技術の事業への貢献、
研究者の貢献の判断の困難性を示す事例。 
E-DATA 事件 (米国) 
要旨 特許権者が権利侵害を主張し 50 社以上を提訴。高裁認定の技術範囲は
地裁認定の技術範囲を大幅に拡大した。技術発明の範囲の認定の困難
性、特許権の影響の大きさを示す事例。 
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第３節 特許実務を取り巻く課題 
第１項 特許のコスト 
特許を取得し維持管理するには経済的な観点からの考慮も必要となる。現在
(2010 年 10 月) 我が国において発明を権利化しようとするときには、特許出願時に
15,000 円の出願料、審査請求時に 170,000 円超の審査請求料の納付が定められてい
る。審査請求料は、1 出願の審査請求において、定額的費用としての 168,600 円に、
従量的費用として 1 請求項14につき 4,000 円を加算して算出された額をいう。さら
に登録された特許権を維持するためには、毎年、下記に示す特許料の納付が必要と
なる。特許権は、毎年の特許料納付を前提に出願時から 20 年間の存続期間が認め
られるが、権利者はいつでもこれを放棄することが認められる。従い、権利者は放
棄した場合には以降の毎年の特許料の支払いが不要になり、または特許料を納付し
ない場合には特許権は消滅する。特許の累積保有件数が増加すれば企業にとって維
持管理費用は増すこととなる。従い、企業は、特許にかかる費用を抑えるために、
どのような特許が有望であるかを判断し、出願と権利維持に値する技術発明の選別
をおこない、価値を生まなくなった特許については権利を消滅させなければならな
い。 
 
特許料 
1 年～3 年目-------02,300 円に 1 請求項につき 0,200 円を加算した額 
4 年～6 年目-------07,100 円に 1 請求項につき 0,500 円を加算した額 
7 年～9 年目-------21,400 円に 1 請求項につき 1,700 円を加算した額 
10 年～25 年目----61,600 円に 1 請求項につき 4,800 円を加算した額 
 
特許庁の特許行政年次報告書 (2009 年度) によれば、2009 年の我が国における
特許出願件数は 348,596 件、審査請求件数は 254,368 件である。特許請求項数の調
査研究において、我が国の 1 特許出願に含まれる請求項の数は上昇の傾向にあるが、
近年の請求項の平均は 14 件ということが示されている (近藤・富沢, 2008)。2009
年の特許の出願と審査請求の実績に平均請求項数 14 件の数字を用いて、上記の出
                                               
14 特許請求項、クレームともいう。特許出願明細書において特許を受けようとする発明の技術
的範囲を記した項目およびその内容。 
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願費用 15,000 円と審査請求料 168,600 円を掛け合わせると、2009 年の 1 年間で 52
億円の出願費用、570 億円の審査請求料が納付されているものであり、それらを合
計すると 620 億円に達する。なお、この 620 億円は特許庁に納付されるべき金額の
みを示すものであり、通常の特許出願や審査対応には弁理士の活用等があるため、
実際には上記 620 億円よりもさらに多額のコストが投下されているものである15。
さらに、企業は研究開発の成果である技術発明の特許出願、審査請求、登録、更新
を絶えずおこなっているので、権利消滅をおこなわなければ累積特許登録件数は
年々増加することにつながる。従って、毎年の更新時に登録し続けるかは、特許か
ら得る収益と特許維持管理にかかる経費との間で経済的、戦略的な側面から判断が
迫られることになり、特許の出願のみならず、取得後の要否の判断も継続的におこ
なっていく必要がある。特許登録の維持管理に関する判断は、特許件数の量だけで
判断されるものではなく、登録特許の質により判断されることがよりが重要である 
(西口・松宮, 2007)。 
 
特許は各国・地域の権利であるため、企業は権利化を求める各国・地域の特許庁
の下に、出願、その後の権利維持をおこなうこととなる。そのため、企業は自己が
所在する国・地域のみならず、企業活動に応じて世界の国・地域にそれぞれ出願す
ることとなる。特許の国際出願の見地から特許コストを論じた研究によれば、一つ
の発明を日本、米国、ヨーロッパの 5 カ国に出願し、順調に審査を通過するとこれ
が登録になる。登録後は権利維持のための特許料を支払い、出願から 20 年間権利
を維持するとした場合、トータルコストはケースにもよるが 1,370 万円であるとさ
れる (作田, 1997)。さらに、ヨーロッパで製造企業 6 社を対象におこなわれた別の
研究によれば 20 年の期間満了まで特許を維持した場合の 1 件あたり 250,000 ドル
のコストがかかるという (Earl, 2001)。なお、ここであげる費用は特許の出願・維
持の手続きおける対特許庁の直接費用であり、特許出願のための弁理士の起用、特
許権管理のための社内コスト、特許無効の第三者請求の対応コストは追加的に必要
となる。 
 
                                               
15 ただし、一定の要件を満たす場合には個人・法人、研究開発型中小企業および大学等を対象
に、審査請求料と特許料の減免、猶予の措置がある。 
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実際には、どこの国に出願するかという出願国の選定は発明技術や企業の個々判
断により異なり、さらに出願から特許査定を受領するまでの審査対応、権利化され
た特許の維持期間、権利化された特許に対する第三者間の係争の有無 (侵害訴訟、
有効性を争う訴訟、第三者による無効審判請求への対応) により特許維持のための
コストは変動する。従い、特許の権利化および維持にかかるコストはケースバイケ
ースということになるが、上記の数字をもとに、このような特許が数件ある程度で、
特許の権利化および維持のコストは容易に数億円にもおよびうるものである。この
ように特許の出願と維持には多大なコストがかかるものであるところ、企業は技術
発明が生まれた場合に半ば当然のように出願する現状の実務を見直し、取得に値す
る技術発明の権利化、行使に値する権利の維持に努めるべきところである。 
 
第２項 特許の不確実性 
発明をなした場合に、企業は特許出願をして、その発明について他者の実施を排
除するために権利化をおこなうことができる。出願から 2～3 年を経てついに権利
化された発明は、いまだ潜在的な資産に過ぎず、その技術を実施し価値を実現させ
て、最終的に自己の収益に結びつけるまでには長い過程があり、そこには多数の不
確実な要素がある。その一つに、情報の価値の相対性の問題がある。ある技術的な
課題を解決するためにこれまでにない革新的な発明がなされた場合に、その発明の
価値は、代替技術の発現に大きく左右される。代替技術が、当該技術発明がなされ
た後に直ちに発明される場合と、代替技術が以後 20 年を経ても発明されない場合
では、当該発明の価値は大きく異なるものである。たとえば、人類の生命に関わる
がんの治療のための創薬は、効能ある物質の探索が主であり、当該物質が治療薬の
要部かつ大部分となる。世の中に同じ物質は二つとないため、当該物質を突き止め
ることができた開発者は、長らくそれから得るべき利益を享受することができよう。
対照的に、たとえば携帯電話のような多数の部品を集めて製作される機械的な製品
の場合、通常多数の代替技術が存在することが多い。そのためある技術を開発した
者であっても、代替技術の出現により自己の保有する技術の相対的な価値が急落す
ることとなる。 
 
次に、発明の前提となる解決すべき課題の性質も発明を権利化した特許の価値に
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大きく影響する。解決しようとする課題が長期的であり、かつ人類の生命に関わる
ような根本的な課題である場合と、日々の生活の利便性を高めるための課題である
場合が考えられる。前者の場合ではその課題の解決を諦めることは考えられないが、
後者の場合では、他の手段を選択することによってそもそもの課題を解決しようと
することから回避するとういことも考えられるからである。たとえば、がん治療薬
のような、人の生命にかかわるような人類にとって大きな課題である場合、何千億
円という多大なコストをかけても開発しようとされる。対照的に、ファクシミリ機
は電子メールの普及により以前ほどの価値がなくなってしまった。1992 年の世帯普
及率 5.5％から 2006 年には 56.7％に達し、2 世帯に 1 世帯はファクシミリ機を保有
するという状況に至った後は、普及率はほぼ横ばいである。オフィスにおいては電
子メールとともにいまだ活用される場はあろうが、個人利用についていえばその普
及状況は今後減尐していくものと考えられる。電子メールの普及により、ファクシ
ミリ機の存在価値が大きく減尐し、ファクシミリ機向けの専用技術はその価値を一
気に減尐させたといえよう。 
 
その他にも発明技術の製品化、その上市実現に関連して、コストの問題もある。
革新的な技術を発明したときに、その発明を実施し、製品化に結び付けたとしても、
市場に受け入れられる程度の価格をもって提供することができるか否かは、権利化
の問題とは異なるものである。たとえば、戦後間もなくアメリカで発明されたトラ
ンジスタは、その商業的実用化まで長年の月日を要し、最終的に安定的な量産を実
現させたのは日本企業であった。加えて、特許技術を体現する製品を受け入れるか
否かは市場および消費者の選択であり、研究開発の末に完成させた製品の結果は市
場の判断にゆだねられる。このように考えると、市場の選好、受け入れ、価格感応
度もまた大きく影響するものである。たとえば、家庭用ゲーム機の市場において、
圧倒的に高度かつ多数の技術力を集結させたソニーのプレーステーション 3 は、相
対的に高度でないレベルの技術によって製作された Wii に大敗を喫した。これは高
度な技術を備えることが必ずしも市場で消費者の支持を得ることを約束しないこと、
企業は開発した技術の戦略的な活用、製品企画の必要性を再認識させる印象的な事
例であり、企業は革新的発明の特許出願のみならず、取得しようとする特許技術の
戦略的な活用について策定することの必要性を示すものである。 
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第３項 特許と収益 
特許出願は収益を獲得するためにおこなうものであるが、特許庁の 2009 年度の
知的財産活動調査によれば、日本国内における特許権利用率は、52.4％となってい
る。権利所有件数のうち「自社で実施している件数」と「他社に実施許諾している
件数」のいわゆる積極的な利用のみとしており、47.6％が未利用とされている。未
利用の約半数を占める防衛目的の未利用特許は利用には含まれず、また今後利用の
予定がある特許も利用に含まれない。しかし、それらのことを考慮したとしても、
本来はすべてが活用されるべき特許であるという観点からみれば高い未利用率とな
っている。これは、そもそも権利取得、権利維持に値しない特許権が多数有効に存
在していることを示唆する。なぜなら、意図的な防衛未使用を加味したとしても、
多数の特許が放棄されずに逓増する特許料年金を支払いながら維持されたままであ
るからである。この結果を受けて特許庁は、知的財産活動費の効率的な投資という
観点から企業等における出願戦略、権利の活用戦略等を含む知的財産戦略の策定、
これに基づいた知的財産活動が必要であると提言する (西口・松宮, 2007)。 
 
特許と企業収益に関する複数の研究が問題提起をし、研究開発投資額が増加して
いるにもかかわらず付加価値額は減尐している、研究開発投資効率は急速に低下し
ていること (阿部, 2003)、エレクトロニクス関連企業を対象とした研究では多くの
研究開発投資をおこない、また大量に特許出願・特許を有していても、営業利益に
は直接寄与していないことを明らかにしている (宮本, 2004)。別の研究では、1986
～87 年の米国テキサスインスツルメンツによる日本企業を相手取った特許侵害訴
訟16の後、日本企業の特許出願の量と質の変化にどのような影響があったのかを調
べている (絹川, 2005)。その結果、日米エレクトロニクス関連企業は、ともに出願
数が増加したが、同時に平均被引用数の尐ない質の低い特許も大幅に増加したこと
を指摘した (高山, 2006)。中村と京本は (2006) は、 日本企業は、大量の特許出願
をおこなっているが、その出願内容は必ずしも権利行使を意識した内容になってお
                                               
16 1986 年にテキサス･インスツルメントが、集積回路に関する基本特許に関連して日本の半導
体メーカー８社、ＮＥＣ、沖、シャープ、東芝、日立、富士通、松下、三菱と、韓国の三星を
特許侵害で提訴した事件。日本企業は多額の損害賠償を負担した。 
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らず、また、国内のみの出願が極めて多いことを指摘している。さらに、このよう
な国内大量出願に起因する海外への技術流出を懸念している。ここでは、エレクト
ロニクス関連企業を特に指摘しているわけではないが、日本企業全般の特許戦略の
未熟さを指摘している。これらは、企業の特許取得が必ずしも企業の収益獲得に寄
与しておらず、また特許取得に際しても権利行使を見据えた内容となっていな現状
の問題点を示すものであり、企業は収益獲得につながる特許取得に努めるべきであ
るという教訓を与えるものである。 
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第４節 現状と課題 
第１項 まとめ 
企業はかつてないほどに多くの特許の取得に努めている。企業が特許を求める市
場環境を広い視点で確認すると、現存する特許権は特定の先進諸国に偏在し、人口
分布や経済の規模あるいは成長とは比例しない。つまり、今後の企業活動をおこな
う市場とのかかわりのなかで、特許を取得する国・地域も大きく変化することを予
感させる。また制度環境においては、知財高裁が設立されているように特許権の権
利としての取り扱いが非常に難しいこと、高度な専門性を要することは、議論の余
地がない。特許が一概に企業の収益に貢献しているのではない事実があるところ、
特許の出願維持にはコストがかかるものであり、より多くの特許の出願をすればい
いというものでもない。そのため、特許の出願に際しては、事業戦略および経営戦
略と整合する特許の出願戦略の策定・実行が必要となる。本来は価値があると思わ
れるより高度な技術が必ずしも市場に受け入れられない、あるいは、新しい技術の
要素となる部分を開発したとしても事業化の成功にはさらなる知恵と努力が必要に
なるという課題に際しては、企業は従前のとおり知財戦略を研究開発マネジメント
の一環として位置づけるのではなく、今後は経営トップ自らが戦略策定にかかわり、
方向性を示すことで、企業が進もうとする方向性と整合し経営に益する知財戦略の
策定および実行が可能となる。 
 
これまで見てきたとおり、特許は、産業ごとに異なる位置づけにあり特許取得に
際してもその戦略は産業ごとに異なるべきものである。また、法そのものは当該法
の下の権利を担保するものではなく、解釈と運用に依存するものであるときに、特
許の高度な技術性という特殊性に鑑みると、その権利行使の際においては権利化し
た各国・地域の特に法執行システムの程度によりその結果は特に大きく左右される。
そのため、法執行システムの成熟度により、特許出願も異なるべきものである。別
のいい方をすれば、特に産業の特性および法執行システムの発展状況に応じて、企
業は異なる特許出願を戦略的におこなうべきものである。次章ではこの特許と産業
間の差異に関連する先行研究と、特許制度を担い法執行システムに関連する先行研
究を考察する。 
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第２章 先行研究 
 
本章では、まず第 1 節で産業における技術の違い、特許法の経済的理論をまとめ
る。次に第 2 節で新興国における法制度全般の運用に関する先行研究を考察する。
そしてそれら特許と産業、特許と制度の関係から導かれる本論文の複眼的視点を第
3 節としてまとめる。 
 
第１節 産業と特許に関する先行研究 
特許が各産業界に与える影響が異なることは、特許法改正に際しておこなわれる
業界団体のロビー活動にも表れるところである。たとえば、従前からの製法特許に
加えて、物質それ自体に関する特許を認めようとするインドの特許法改正において
は、先進国の多国籍製薬企業やインドの非ジェネリックの製薬企業が強硬に特許の
保護を要請するロビー活動を活発に展開した17。また、先発明主義から先出願主義
への法案や、より強い特許保護を求める製薬業界については、米国大統領がそのロ
ビー活動を制限することを言明するほどである18。このように、産業ごとに特許法
への態度が異なることの背景には産業ごとの技術的な相違、産業ごとの特許の位置
づけの相違があることを示す。 
 
第１項 諸研究 
Allison (2002) らは、どのような主体がどのような分野の特許を取得しているの
か、そこにどのような特徴があるのかを明らかにするため、無作為に抽出した 1,000
件の米国特許に関するデータ使って実証研究をおこなった。これによれば、特許法
は全産業に等しく適用される統一的な法であるにもかかわらず、この法の下におけ
る各企業の出願経過状況は産業ごとに大きく異なることが明らかにされている。化
学、製薬等の業界は、他の産業に比べて審査期間が長く、引用文献が多いことが明
らかにされている。出願から審査終了までの全産業の平均期間が 2.77 年であるとこ
                                               
17 2005 年 3 月 5 日、The New York Times「AIDS Drugs Threatened」。 
18 CNN Politics.com, Obama lobby rules could benefit nonprofits, analyst says, 2008 年 11
月 12 日。日経 BP 知財 AWARENESS、米国社会における特許制度改革の動向、2009 年 1 月
21 日。 
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ろ、製薬はこれが 4.46 年であり、電機の 2.12 年、自動車の 2.20 年と比べても長期
を要する。出願された技術の難易度や先行する既存技術との発展程度を示す指標と
して用いられる引用文献の数については、全産業平均が 15.16 であるところ、製薬
の平均が 18.55 に対し、電機が 11.84 であった (Allison and Lemley, 2000; Allison 
and Lemley, 2002)。特許法はすべての産業や技術分野に共通に適用される法制度で
あるにもかかわらず、また、TRIPs27 条19は技術分野別の差別的取扱いを禁止して
いるところであるが、特許の審査経過においては、産業ごとの取り扱いの相違が実
証的に明らかとなっている。 
 
また、経済学的分析の先駆的業績として知られるイエールサーベイ20は、米国企
業を対象とした質問票調査の手法により、複数の産業を比較し、利益の占有率は産
業によって大きく違うことを明らかにしている。たとえば医薬品に代表される科学
に基礎をおく産業では、その他の産業に比べて、イノベーションの利益を自己のも
のとして獲得することが相対的に容易であるとされる。なぜなら、製品の特許によ
る保護が有効であるためであり、そのため、医薬品産業のイノベーション成果の占
有可能性21は高いという。また、別の研究によれば、特許制度は医薬品業界のみに
有効であり、特許保護強化の政策には医薬品業界のみが反応する、とされている 
(Cohen, 2002; 榊原, 2004)。特許査定後においても、医薬の特許は、2～3 年の期間
を要する膨大な文書や試験データの提出が必要となる製造販売の許認可が必要とな
り、特許取得後直ちに技術の実施をおこなうことが困難である状況に鑑み、一定条
件を満たす場合には特許期間22の延長が求められていることは、他の産業と比べて
差別的優位な取り扱いと解されるものである。 
 
 
                                               
19 Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights、知的所有権の貿易
関連の側面に関する協定。WTO の一部をなす知的財産に関する条約。2010 年 10 月現在 153
の国・地域が加盟。 
20 1980 年代にイエール大学の経済学者らが分析した、米国企業を対象とした質問票調査により
専有可能性と技術機会の実態の調査研究。 
21 知識を生み出した人がその成果を独占的に享受できること、またその程度。 
22 特許法第 67 条第 2 項、存続期間の延長登録。 
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第２項 特許と経済理論 
これまで論じてきたとおり、特許は産業ごとに異なる経験、異なる占有可能性が
あるものであるところ、特許法という立法による経済政策の正当性を説明するため
に、多くの研究が経済理論の適用をおこない解釈説明することを試みる。本項では、
特許法の経済的理論による諸解釈を検討する。   
 
1. プロスペクト理論 
Kitch (1997) が鉱山開発理論の延長から展開したもので、発明プロセスの初期段
階で特許を付与することで、研究者が特許を「期待」するようになり、イノベーシ
ョンが促進されるというもの (経済産業省産業構造審議会, 2008)。プロスペクト理
論によれば、私人をしてイノベーションに対して効率的に投資させるよう仕向ける
方法は、私人にその生産するものに対する財産権を与えることである。知的財産を
創出した者に対し財産権を与えることによって、新規の発明を可能な限り早めに特
定し、もって開発し、製品化するのに十分な投資をおこなうよう促すものこそが、
効率的な制度的配置であるということになる (田村, 2007)。 
 
Kitch のプロスペクト理論は、競争的な市場における企業は、イノベーションを
おこなうために十分なインセンティブを持っていないと強く主張する。この見解に
よれば、競争を排除する強力な権利のみが、イノベーションを効果的に奨励する。
このためプロスペクト理論は、特許は、発明のプロセスの初期の段階で付与される
べきであり、広範な対象範囲を有し、例外をほとんどなくすべきであると主張する。
ここで、プロスペクト理論は必然的に、発明は集合的にではなく単一の企業によっ
ておこなわれるものであり、偶然や投資のかからない研究の結果としてではなく、
研究に対し相当の支出をした結果としてのものであり、また、最終製品に近い行為
としてではなく、長期的かつ広範なイノベーション・プロセスの最初の段階に対す
るものと考えることになる。その結果、プロスペクト理論は、特許は、広範かつ自
立したものであり、また、製品のその後の使用に対するほぼすべてについての支配
を与えることを示唆している。特許に関するプロスペクト理論による考えは、極端
に費用がかかり高価な医薬品産業における発明を最も密接に描いたものである (山
崎, 2007)。 
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2. 競争的イノベーション理論 
Arrow (1982) は、独占企業は怠慢でいることができることから、イノベーショ
ンを最も推進するのは、独占ではなく競争であると主張した。さらに、有形財産と
は異なり、情報はある者によるその使用が他の者による使用を妨げないという意味
において消費が敵対的ではない公共財23である。その結果、共有地の悲劇24のような
問題は起こりづらい。アイデアは使うことによってなくなるものではないことから、
過放牧のようなことは起こり得ないのである。Arrow の主張は、知的財産権の役割
は極めて限定されたものであることを示唆している。Arrow の理論により特許が正
当化される場合、特許は発明の特定の実施についてのみ狭く限定されることになり、
経済的な市場において競争をコントロールする権利を特許権者に与えることは通常
ない。実証的な研究の中には、電気通信産業においては独占よりも競争がよりよく
競争を刺激することを示唆するものがある。 
 
競争的イノベーションの理論は、企業が独占的な立場にない場合であっても、ま
たイノベーションからかかる立場を獲得することが難しい場合であっても企業がイ
ノベーションをおこなわなければならないインセンティブに焦点をあてている。こ
のアプローチは、多くの発明は、大きくかつ持続的な研究開発向けの支出を必要と
するものではないという事実を強調する。競争的イノベーション理論は、所有権は、
イノベーションの必然的な必要条件ではなく、時としてイノベーションにとって有
害であることも示唆した。特許保護は、常に妥当であるということはなく、特に予
想される研究開発費が尐額である場合、発明者の費用が模倣者の費用に対する比率
が小さい場合、適当ではないとした。そのため、市場が最大限機能するためには、
特許はほとんど与えられないようにすべきであり、またその範囲も極めて控えめな
ものとすべきであるとする。競争的イノベーション理論は、ビジネス方法、インタ
ーネット、ソフトウエアに適合する (山崎, 2007)。 
                                               
23 公共財とは、同じ財・サービスを同時に複数 (理論的には無数) の消費者が消費できるとい
う非競合性と、他の消費者の利用を排除することが事実上不可能であるという排除不可能性を
持ち合わせた財のこと、たとえば一般行政サービス、国防、司法制度、道路。対語は私的財。 
24 共有地の悲劇とは、共有財産を利用することができる人々は、その便益のすべてを私用のた
めに獲得するが、費用のうちのわずかな部分しか分担しないため、共有財産を乱用することに
なるという伝統的な経済学的な説、たとえば湖での魚の乱獲、牧草地での過放牧。 
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3. 累積的イノベーション理論 
Merges と Nelson (1990) は、前記のプロスペクト理論、競争的イノベーション
理論がともに単一発明に関するものであったのに対し、イノベーションが先行技術
の上に積み重なって累積的におこなわれる場合には、先の基本発明と後の改良発明
の双方にインセンティブを与えることでイノベーションが促進されるという点に注
目する (経済産業省, 2008)。Merges と Nelson は、累積的なイノベーションと特許
の範囲の関係について先駆的な指摘をおこなうとともに、様々な現実の例について
検討を実施した。その研究は、具体的には離散的な発明と対置して累積的な技術の
概念を強調し、電灯、自動車、航空機、ラジオ、化学、医薬など様々な事例を検討
した。そして、技術発展の基本となった特許の範囲が広かったため、イノベーショ
ンが遅くなった可能性があることをも指摘している (和田・吉水, 1996)。 
 
イノベーションが累積的なものである場合、特許法は最初の発明者と改良者で権
利をいかに配分するかを決定しなければならない。かかる権利の配分の一つの方法
は、プロスペクト理論がそうするように最初の発明者にすべてを与えることである。
しかし、改良者間の競争がイノベーションの集中的な管理よりもイノベーションを
より推進する、あるいは、特許権者および潜在的な改良者が必ずしも相互の発明利
用に合意しないだろう場合には、権利を集中することは賢明ではないとする。 
 
累積的イノベーションに関する研究においては、特許権は重要であるが、特許権
によって排除する力は限定的なものであるべきと主張する。最初の発明者は、その
後の改良をも対象とする特許クレームについての権利を有する場合があるが、後の
改良もイノベーションのためのインセンティブが必要である。従い、未完成品、初
期バージョンおよび製品の集合に対する改良についても特許適格性を有するものと
すべきであることを含意している。結果、累積的イノベーション理論は、小規模な
発明についての特許を予定しているが、プロスペクト理論よりも不完全な権利をそ
うした発明に与えることにもなりうる。累積的イノベーション理論は、最初の発明
者とその後の改良者との間での権利の配分を試みる考え方であり、プロスペクト理
論の対極にある。 
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ソフトウエアを想定する累積的イノベーションの理論においては、特許保護に対
するニーズは一般的に控えめである。増加を続けるソフトウエアの発明のために特
許保護は比較的容易に獲得できるものであるべきであるが、範囲は狭いものとすべ
きである。特に、ソフトウエア特許は、一般的にはある製品の数世代にわたるもの
であってはならないと指摘する (山崎, 2007)。 
 
4. アンチコモンズ 
Heller (1998) は、アンチコモンズとして、それぞれの特許の範囲が狭い産業に
おいて特許権を与えすぎることは、新製品を作るために、多くの権利を使うことが
必要な場合に多額のライセンスコストが障害となり新製品の開発を阻害しかねない、
と論じる。Heller によれば、多数の特許法学者は、特許権を与えすぎることは、新
製品を作るために、別の多くの発明についての権利を使用することが必要な場合に、
新製品の開発およびマーケティングを阻害しかねないと論ずる。この議論に内在し
ているのは、取引費用および戦略的行動に対する懸念であり、これらは必要な権利
を集めるうえでの妨げになると論じている。細分化された特許権を統合し広範な開
発を完成するためには、これにかかる多数の権利者を特定し交渉するための高額の
調査と交渉の費用を必要とするためである。 
 
アンチコモンズの問題は、経済学においては、製品の補完性の問題という、より
一般的な問題の一種である。一つの統合的なシステム・製品を作るために、二また
はそれ以上の部品が必要な場合には補完性が存在する。ある製品に必要な部品を
別々の企業が独占的な支配を有する特許を保有するとき、それぞれの企業が当該部
品について独占価格を課すことになる。この結果、統合的な製品の価格は、二つの
それぞれ独占価格が課されることを反映して非効率的に高いものとなり、結果、生
産も非効率的になる。 
 
アンチコモンズは、製品に組み込む部品またはインプットに対し、特許を持って
いる会社の数が多すぎることを指摘している。問題は必ずしも特許の対象範囲では
なく、統合しなければならない権利を持っている権利者の数である。従ってこの理
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論は、先に論じたいずれの理論においても考慮されていなかった特許権の側面を取
り扱っていることになる。これは、累積的イノベーション理論における権利の分割
の提案とは一般的に対立する。アンチコモンズ論者によれば、この問題を解決する
ためには、尐ない数の会社の間で権利の所有を統合するか、または付与する特許の
数を尐なくすることが必要であるとういう (山崎, 2007)。 
 
5. 特許の藪 
Shanpiro (2001) は、特許は発明者が実際になした発明よりもその対象とする範
囲が広い場合が多く、その結果、複数当事者が同一技術の諸側面をクレームするこ
と、類似の複数の特許が重複的に存在することが可能な場合があり、このクレーム
の重複を特許の藪と呼ぶ。権利者としてより広範囲な特許権を確保しようとするた
めに、あるいは、先行技術の解釈の如何により生じる問題である。アンチコモンズ
と同様に、特許の藪は、あらゆる当事者が複数の発明を組み込んだ最終製品を作る
ことを妨げる可能性がある。 
 
アンチコモンズの分析が、断片的な財産権  (特許権) を集めるニーズと一貫した
製品にこうした断片を集めることの難しさについて焦点を当てる一方で、特許の藪
の分析は、既存の権利の重複に焦点を当てている。特に半導体産業のような分野に
おいては、企業は複雑な製品に必要なあらゆる権利のクロスライセンスのような特
許の藪を「整理」する手段が必要である。このため、特許の藪の含意は、特許法が
こうした重複する権利を迅速かつ容易に整理することを可能にすることである。よ
り一般的には、特許の藪の問題は、アンチコモンズの問題とは異なり、対象の重複
問題が生じないようにするために特許の権利範囲を狭いものとすべきであるという
ことを示唆している (山崎, 2007)。 
 
以上のプロスペクト理論、競争的イノベーション理論、累積的イノベーション理
論、アンチコモンズ、そして特許の藪と、それぞれの論者の主張は、特許は広くあ
るべきであり、狭くあるべきであり、あるいはまったく存在すべきではないという
ことにある。特許は最初の発明者に与えられるべきであるが改良者には与えられる
べきではない、あるいは両者に与えるべきである、とするものもある。相反する主
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張とも解釈できるこれらはいずれも正しいということができる。特許のルールを最
適なものとするために広範にわたる理論を理解するための鍵は、特許が存在するそ
れぞれの産業の文脈である。特許理論の範囲は、それぞれの産業における企業に特
許制度が影響を及ぼす方法の範囲と対応している (Burk, 2003)。 
 
経済理論と特許法制度の各研究を総合的に分析した Burk らは、これらの経済理
論はそれぞれが特定産業を念頭に置いたときのみ説得的とし、よって他産業ひいて
は一般論としての当てはめには限界があるとする。しかしながら、産業ごとに個別
の特許法を制定することには否定的であるとする。なぜなら、現実的に社会的コス
トが高すぎることが一つにあげられ、たとえば産業ごとに最適と考えられる特許法
を制定しこれを運用しようとすることは社会的損失ともいえる。さらに、そもそも
一つの技術が特定の産業にのみ利用可能であると選別しきれない事態、時代の趨勢
とともに新しい産業分野の創出も想定しきれず、よって産業ごとの個別特許法の制
定は現実的に不可能でもある。そのため特許法は統一法をもって全産業を対象とし
ながらも、たとえば製薬については一定条件を満たすことを条件に存続期間の延長
を認めるように、運用面の工夫を施すことで実質的な均衡対応を試みるものである 
(Allison, 2000)。 
 
これらの事情に鑑み、Burk らは、各産業の特性に応じて、裁判所が行使すべき
政策的な対応を指摘し、次に示す政策を提唱する。バイオテクノロジーの分野は、
明細書においては広いクレームを認め、技術的範囲を認定する均等論25も緩く適用
する。化学物質、医薬の分野においては、尐ない数の特許において広い技術的範囲
を有する特許を認め、運用においても均等論を強化して適用する。ソフトウエアの
分野においては、開発期間が短くかつ研究開発費用も相対的に尐額であることから、
特許は狭く成立させ、運用における均等論は弱く適用する。半導体の分野において
は、製品が多数特許で構成されていることに鑑み、狭い特許を成立させるべき、と
する。これらの理論を、前提とする各産業分野の特性に応じて指摘する運用上の政
                                               
25 特許請求の範囲として記載された内容と、問題となる技術の内容とが一部異なっていたとし
ても、同じ技術的範囲内にあるものと評価する理論。我が国では、平成 10 年 2 月 24 日の判決
において最高裁が均等論を肯定しその要件を示した。 
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策の観点から再度整理をおこなうと下記のとおり大きく二つに分類される  (図表
2-1)。全産業を前提として特許法に経済理論を適用することは産業分野ごとの特性
から困難であるところ、しかしながら、産業の特性と産業と特許法のかかわりにお
いては、大きく対照的な二つのグループに分類することができる。一つの特許で広
い権利範囲を認め、運用においても特許強化を推進すべきグループと、一つの特許
ではそれぞれ狭い特許を成立させ、運用においても限定的におこなうべきとする分
野であり、産業ごとに特許の重みや価値が異なりを大きく二分することを示すもの
である。 
 
図表 ２-１ 経済理論と特許運用政策 
 
 
第３項 まとめ 
特許は重要である、と広く認識され企業自身、行政、株主からも多くの関心が集
まる。国内においても世界的にも多数の特許が出願されるが、この特許の重要度や
位置づけは産業ごとに大きく異なるものである。特許取得のための出願経過を確認
すると、他に比べより長期間を要する産業がある。先行する既存技術との関連を示
1. 特許強化運用グループ 
理論 対象分野 クレーム 均等論 
プロスペクト理論 医薬品、 
薬剤 
広く 適用強化 
アンチコモンズ バイオ、 
DNA 配列 
広く 適用強化 
2. 特許限定運用グループ 
理論 対象分野 クレーム 均等論 
競争的イノベーション理論 インターネット、
通信技術 
狭く 適用限定 
累積的イノベーション理論 ソフトウエア 狭く 適用限定 
特許の藪 半導体 狭く ― 
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す指標である先行研究の引用数も産業ごとに傾向が異なることが明らかにされてい
る。このような制度の根拠となる特許法を経済理論で解釈しようとする研究は、そ
れぞれ妥当と考えられる経済理論をもって説明を試みるが、これらは特定の産業を
前提とした場合にのみ成立が可能であり、産業ごとに特許とのかかわりは異なる経
済性が背景にあることを示すものである。 
 
このように特許と産業ごとの運用実態、専有可能性の程度が異なることを示す研
究や、産業ごとに異なる特許法と経済理論の関係に関する多数の研究は確認される。
これらは特許法と産業ごとの実態運用、専有可能性、適用可能な経済理論が相違す
ることが明らかするが、一方で、そのような状況において、ある産業に属する企業
がどのような特許取得をおこなっていくべきかを論じた研究は見当たらない。そこ
で、本論文では、技術的な背景に起因する産業特性に鑑み、企業がどのような特許
取得をおこなっていくべきかを明らかにする。 
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第２節 制度と特許に関する先行研究 
 
法執行システムは、国・地域によってその発展状況が異なることは広く認識され
ているところである。特に知的財産関連の法制については、昨今のボーダーレス国
際競争の経済環境にある中で、先進諸国が後進諸国への支援を積極的におこない、
同時に G8 サミットでも知的財産関連の取り組みを専門的に協議する部会を設定し
知的財産の確保と執行の向上に向けた努力をおこなっているところである26。  
 
第１項 諸研究 
新興国における特許制度について、さらには一般に法制度についてその整備や執
行の状況が不十分であることは実務においても認識27され、多くの研究が指摘する
ところである (Delios and Henisz, 2000; Li, 2008; Keupp et al., 2010)。本節では、
新興国における法律の運用を担う法執行システム、社会的状況を考察するにあたり、
主に現在の中国に関する先行研究を取り上げるものとする。中国は、従前からの世
界の主要な製造地としての位置づけに加えて、近年は巨大な市場、消費主体として
の存在の顕在化からその重要性を認識されており、実際に多数の外国企業が精力的
に参入を続ける。しかしながら、急激な経済成長とそれを受け止める社会環境や法
整備の乖離から、参入する外国企業が多様な問題に直面することも尐なくない。こ
れに対応すべく中国は法制度、社会制度の改革を積極的に推進しており、現在は改
革過渡期ある。このような経済的な世界的存在感の増大、それに伴う中国自らがお
こなおうとする制度改革のために、新興国に関する先行研究は特に中国を調査対象
とするものが多く、豊富な研究蓄積が確認される。つまり、現在の中国は、急成長
する市場において多くの企業が参入するも社会環境の整備、運用状況の向上が伴わ
ないため、その乖離に起因して多くのトラブルが起きていること、さらに、その関
心の高さと研究の対象となる事例が豊富であることから法執行システムや社会的現
状を解明しようとする多くの先行研究が蓄積されている。そのため、本節では新興
国における特許制度、その制度を担う法執行システム、社会的状況を検討するにあ
たり、主として現在の中国に関する先行研究を考察するものとする。 
                                               
26 平成 21 年 7 月、外務省、「G8 ラクイラ・サミットにおける知的財産分野の成果」。 
27 2010 年 4 月 14 日、日本経済新聞「(中国での)知財権保護は大変」。 
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実務家の間では、現状の中国でのビジネスに関して「whom you know is more 
important in China than what you know」(Financial Times, 2004; Li, 2008)、「優
秀な経理マンとは決められた支払いを出来るだけ遅らせる人のことだ」(箱木, 2005)、
「上に政策あれば、下に対策あり」(射手矢, 2009) と語られることは、先進諸国で
通常期待されるビジネス実務とは異なる価値判断が根底にあることを示唆する。新
興国の多くは、急速な経済成長に特徴づけられることと同時に、社会的、法律的、
経済的な各制度において極めて不安定な変化・変革にも特徴づけられ、これらが相
まって企業戦略の立案をより困難なものとする (Hoskisson et al., 2000)。なかでも、
法的保護と執行力の欠如に起因する、所有権保護の欠落、不公正な競争は特に大き
な問題として認識されている。新興国はしばしば弱い国家体制に特徴づけられ、国
家権力たる法システムが財産権を保護しない事態にも遭遇する。この問題は、知的
財産権の保護に関してリスクの高い環境にあると認識されている現在の中国にも適
用される (Marcus, 2010)。 
 
中国政府は、これらの問題を解決するために尽力しており、実際に 1978 年から
2001 年までに、375 の法令を新たに制定した。このうち 178 の法令が経済法に関
連するものである (Shaomin, 2004)。それにもかかわらず、現状の中国の法執行シ
ステムについては、その制度の解釈・運用は当局の恣意的かつ不規則な判断に委ね
られるものであり、加えて法令の度重なる突然の変更や各法令や条文間の整合しな
い種々の規定等なお多くの問題を抱えていると指摘されている (Peng and Luo, 
2000; J. Child, 2003; Shaomin Li, 2004; Xin He, 2009)。中国でビジネスをおこな
う企業、各国政府や研究者のみならず、中国自らも、法執行システムのレベル、特
許権の保護が不十分なことを認識しており、知的財産権の保護が欠如する国内の現
状に対し、盗用や詐欺を恥とする道徳観を広く公衆に発揚していく意思を明らかに
し、同時に知的的財産権の保護を強化するために、知的財産権の法律・法規の充実、
関連法律の整合性の向上、法的罰則の強化、権利侵害のコストの引き上げをおこな
い効果的に侵害行為を抑制することを表明しているところである  (中国国務院 , 
2008)。新興国の一つである現在の中国をはじめとする新興諸国が抱える法制度、
法の執行に関連する問題点について先行研究から整理をおこなうと法律の問題、人
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の問題の二点に集約される。 
 
1. 法律の問題 
法律の問題は、さらに法律の規定そのものの問題、法律のあいまいな文言と突然
の変更の二つに分類することができる。 
法律の問題①：法規定の問題 
法律が制定さていることと法律が十分であるかは別の問題である。現在の中国に
おいても特許法は制定されているが、2009 年まで新規性の判断基準が国内公知とさ
れていた。日本、米国、欧州その他ほぼすべての国において新規性の判断が国内外
公知か否かとされているが、中国においてはこれまで国内において新規であれば特
許性要件を満たすため、より低い基準で特許取得が可能であった。発明者ではない、
または発明者から正当に出願する権利の譲渡を受けていない者による特許出願は冒
認出願として権利取得が認められないところが世界的な標準であるところ、現在の
中国においては、冒認出願を禁じる規定はない (日本フェアトレード委員会, 2009)。
特許権侵害製品であることを知らずして使用、販売する善意の侵害者は問責されな
いため (日本含め世界標準では問責対象)、権利者の侵害排除と損害賠償のハードル
は非常に高いという状況にある。 
 
知的財産法の一である意匠法28では、世界標準である部分意匠に関する規定、権
利制定がないために、製品全体に対する全体意匠のみが認められ、部分的な意匠は
認められない。このため、複数の著名なデザインの特徴を盛り込んだ複合型模倣品29
は、我が国の意匠法の下ではそれぞれの権利者が部分意匠の侵害として排除できる
ところ、現在の中国においてはこの排除は不可能に近い。また、広義の知的財産法
の一つである不正競争防止法30では、不正な方法により取得した秘密情報について
その不正取得の事実を知りながらの使用を禁止する規定 (不正競争防止法第 2 条第
6 号相当) が存在しない。さらに秘密情報の不正使用により被った損害額推定のた
めの裁判官裁量判断の規定を欠く。そのため秘密情報が外部に漏えいしてしまった
                                               
28 意匠は、工業上利用できる物品の形状、模様若しくは色彩などの形態で処理された視覚を通
じて生じる美感、いわゆるデザインであり意匠法をこれを保護する。 
29 ハイブリッドコピーとも呼ばれる。日経 BP 知財 Awareness、2009。 
30 公正な競争の促進を目的に、営業秘密の保護、デットコピーの禁止、信用の保護等を定める。 
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場合の権利者の侵害回復は不可能である (日本フェアトレード委員会, 2009)。この
ように一見すると法は制定されているものの、世界標準や先進諸国に並ぶ内容の諸
規定はまだまだ不足していることが多くの研究で指摘されている。 
 
法律の問題②：あいまいであることと突然の変更 
近年中国は既存の法の改正、新規の法の制定をすすめている。たとえば、2009
年には中国の産業政策を強く意識した中国独自の特徴を有する内容への特許法の改
正をおこなった。さらに労働者の権利や労働者派遣について規定する労働契約法 
(2008 年)、公正な競争を促進する私的独占禁止法 (2008 年)、今後民法の一部をな
すと考えられる不法行為による損害救済のための不法行為法 (2010 年) を新しく
制定、施行した。後述する公式制約に該当するこれらの法の制定は歓迎されるべき
ものであるが、その法規定について、実務家の間では当初から多くの問題点が指摘
されている 。たとえば、労働契約法では、雇用者、使用者、労働者、労働契約者、
という用語が混在し不統一であるがために、法解釈を困難なものとしている。また
法規定が不十分であるために、当該法の適用範囲も不明である。当該法が外国企業
に適用されるものかも明らかではなく、実際に現地の複数の国際弁護士の解釈は異
なるものとなっている (筆者の体験)。一つの法律内の規定だけでも文言や規定内容
の整合が図られていない、あいまいな表現が多く解釈が困難であるばかりでなく、
各法令間の規定文言や規定内容も整合していない。 
 
判例主義を採用しない中国においては、法院の判例によって法律の適用規則を具
体化することができない。それを補い、法律規定の意味を明確にして裁判官の判決
基準を統一させる目的で、最高人民法院が司法解釈31を示すことがある。しかしな
がらこの司法解釈においても、形式に関する規定がないため、そもそも最高人民法
院が発信する文書が司法解釈なのか否かが不明、有効性の判断が不明確、遡及効に
関する規定がない、という問題が指摘されており、訴訟実務においても司法解釈の
運用は難しいものとなっている (河野・張, 2008)。このような運用解釈が困難な法
律についての、突然の改正、運用変更も企業活動を妨げる課題として指摘されてい
る 。中国への投資を発表した外国企業の株価が下がることが実証的に検証されてい
                                               
31 中国では下級審は司法解釈に拘束される。 
42 
る。現地の法律法制度のあいまいさを嫌う投資家による評価が表れという  (English 
and Moore, 2002)。 
 
2. 人の問題 
さらに人の問題として上記の法を運用する裁判官・地方政府職員の資質、教育の
問題と、地方保護主義の問題があげられる。 
人の問題①：法曹人材の未整備 
中国の裁判官は今日でさえ正式な司法訓練をほとんど、または全く受けておらず、
裁判官の多くが地方政治権力または国営企業と金銭的なつながりがあり、時には依
存関係にある。そのため外国投資家は長い間、中国の裁判官の信頼性と独立性を懸
念している (リブタール, 2006)。2002 年、同国は裁判官には学歴や法律に関する専
門知識が必要であることが条件として求められるようになったばかりであるが (梶
田, 2009)、依然として教育の不十分な裁判官、軍部出身の現役の裁判官、地域政府
との癒着の問題は継続しているところであり、改善が求められるところであ
る。”Once you are in court against a local company, it is almost impossible to win 
while whole process takes up a lot of resources” という声も聞かれる (Marcus, 
2007)。政府高官は企業のビジネスや紛争に関して、法令の手続きに則さない任意
の方法によってしばしば介入する (Child and Mollering, 2003,)。たとえば地方政
府は、自己に都合のよいように域内に所在する企業に対して強制的な勧告をおこな
うことがあるという。これを裏付けるかのように、企業の多くが地方政府高官との
人脈を築くことに注力しており、企業内に政府高官を受け入れるための特別の高位
役職を設ける企業も尐なくないといわれる (Peng and Luo, 2000)。 
 
人の問題②：地方保護主義の問題 
上記とも関連して、地方保護主義は現在中国でビジネスをおこなう多くの外国企
業に認識されている問題である (梶田, 2006; Zhou and Poppo, 2010)。その原因の
一つとして裁判所の財源が各地方政府であることが指摘されている。各裁判所の運
営は、所在する各地方政府からの予算を主たる財源としており、加えて裁判申し立
ての費用として受理する金員により賄われる (He, 2010)。こうして給付および受理
される財源は多くの裁判所で十分なものではなく、財源不足は深刻な問題となって
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いる。実際に中国全土の裁判所の所員の実に 40％にあたる 122,430 名の給与の支払
いが、計 5,536 カ月に渡って遅れたという。このような状況の中、地方政府によっ
て任命される裁判官が、以後の転任もなく、加えて裁判所の運営財源が地方政府で
あるという状況の中で、裁判所が地元企業や地元経済に不利益となるような判決を
無理に回避したり強制執行の申し立てを拒否したりすることは、彼らの置かれた状
況に鑑みれば、“合理的”とも解されるところである。 
 
このように法律の規定が不十分である、規定されている文言も整合せずあいまい
な表現が多く、さらにそれを解釈適用する裁判官や地方政府の担当者の専門性の不
足と制度的な諸問題から、現状の中国では、法の整備自体も不完全なものであり、
さらにそれを運用し実行しようとする社会、司法制度も未熟な状態にあることが確
認される (Hoskisson et al., 2000)。これらの法の未整備、法曹人材の整備という点
から法の制度全般に関する課題があることを多くの研究が指摘する。 
 
第２項 制度論 
法制度が整備され運用される社会という文脈において法制度の運用が未熟であ
ることの背景・原因として、上記のとおり法律の不整備、法律のあいまいさの問題
と、法曹人材の不足、地方保護主義的な運用の問題が多数の研究で明らかにされて
いる。このような法的保護システムに多くの問題を抱える社会的文脈とそこで活動
する人々の関係性において、North の制度論は法律といった公式的なルール規範と、
人々の文化、認識、モラルとの関係性を説明する。制度論によれば、現状の中国の
課題は公式的な制度そのものだけではなく、さらに非公式的な運用にも認められる。 
 
制度論によれば、制度は、社会における、人々の相互作用を形づける人為的に考
案された制約であるとされ、社会的、経済的、政治的な交換をおこなおうとする誘
因を形成するゲームのルールであると説明される。組織と個人は自己の利益を最大
化しようとするこのゲームの参加者である。この制度的制約は、二つに分類される、
すなわち公式制約と非公式制約である。公式制約とはいわゆる制度そのもの、法令、
契約等を含み、これらは制度の基礎となるという意味で大変に重要な位置づけにあ
る。しかしながら、制約のより大きな部分を占め、かつ制度の変革においてより重
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要な影響を与えるのは非公式制約であると考えられている。非公式制約とは、価値
観、規範、慣習等を含むものであり、一般に文化と呼ばれる類のものである。 
 
公式制約と非公式制約は相互に複雑な関係にある。たとえば、「人のものを盗ん
ではならない」という非公式制約である価値判断にもとづき、「窃盗は犯罪である」
とする公式制約が定められる。これとは逆に、公式制約が非公式制約を強化するこ
ともある。一般に、非公式制約とされるモラル規範が高い社会では、公式制約にも
とづく法の執行がより効果的かつ低コストで行われるといわれる。 
 
公式制約は、たとえば新しい法令の制定によってただちに変更することが可能で
ある。一方で、価値観や文化である非公式制約の変化は時間を要するものであり、
かつ経時的に自然発生するものでもないため、その変革は長期的で不確実なもので
あると考えられる。そのため、外観的に確認できる公式制約と文化に含まれる非公
式制約は必ずしも整合しない。同様の法制度を導入する国家間でも、参加当事者  (す
なわち国民・住民) が有する非公式制約の違いに起因してその運用実態や社会的帰
結が異なるものとなる。多数の新法令の導入をおこなう現在の中国においても、非
公式制約の変革がいまだ伴わず、その結果法的な保護システムが不十分なままの状
況にある。 
 
公式制約に頼ることができない社会においては、人々はより非公式制約に傾倒す
ることも指摘されており、新興諸国でのビジネス展開において、政府高官とのコネ
クションの重要性や企業業績との正の相関が多く研究されていること、かつその重
要性が認識、主張されることとも一致するものである。また、ネットワーク理論を
適用した研究では、広く友好な交友関係をもつ個人はより多く稼ぎ、より昇進して
いる、という個人としての成果という意味でのミクロレベルの関係が明らかにされ
ている。さらに、企業というマクロレベルの業績においても、地元政府等との行政
当局の官公吏・役人と関係を持つことは、企業業績にポジティブな影響を与えるも
のであり、それは中国で高い業績を達成するためには“必須のもの”であるとさえ
指摘されている (Shaomin Li, 2004; Li, 2008)。 
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第３項 ゲーム理論 
一方に法律をはじめとする公式的なルール規範である公式制約と、他方にそこで
活動する参加者の文化やモラルである非公式制約という対照的な二つの概念をもっ
て法律の問題と法曹人材の問題に起因する法執行システムの未成熟な状況のなかで、
その社会と参加当事者との相互関係を制度論は説明する。さらに、参加する当事者
間の関係性に焦点を当てて考察するにあたり、この運用の問題についてゲーム理論
が適用されよう。 
 
ゲーム理論とは、ある特定の条件下において利害が異なる複数の主体の間で生じ
る戦略的な相互関係である。これは、相手が誠実な契約・法令の順守をしないだろ
うことが予期される状況において、自己が誠実に契約・法令の順守をおこなおうと
するインセンティブが働かないことを説明することができる。上述の非公式制約の
変革たる遵法精神の醸成が容易でないことを示唆する。 
 
さらに、古典的なゲーム理論を発展させた研究分野の一つであり、特に非協力ゲ
ームに関する研究として確立されたナッシュ均衡も遵法精神が未発達な現状の中国
の状況を説明する。ナッシュ均衡とは、「他のプレーヤーの戦略を前提とした場合に、
自分が最適な戦略をとっている」状態を説明する。この理論では、ナッシュ均衡戦
略を満たす戦略がプレーヤーたちによって選択された場合、どのプレーヤーも自分
１人だけ別の戦略を選択しても、より低い利得しか得ることはできない状態になり、
関係するプレーヤーは、他プレーヤーとの相互関係から必ずしも全体として最適で
はない状態で“均衡”してしまい、他の戦略へ転換する動機を新たに持ち得ない状
況になるのである。それゆえ、各プレーヤーはあえて現状と違った戦略をとろうと
せずに、全体としては最適ではないが自己の利益を減尐させることを避けるために、
公式制約 
・法律、制度、ルール等 
・変化変革は容易 
・変化変革は短期的に可能 
非公式制約 
・価値観、規範、文化等 
・変化変革は困難、 
・変化変革は長期的課題 
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現状に留まることとなる。 
 
ナッシュ均衡を古典的ゲーム理論と合わせ特許制度を運用する社会的な文脈に
おいて解釈すると、他当事者の戦略選択として契約・法令の非遵守が予期される場
合には、自己も同様に非遵守しようという意思決定に導かれるものである。さらに、
両当事者が非遵守である場合、取引コストが増加しその結果社会全体としての総利
益は減尐することとなるが、それにもかかわらず、両当事者が全体最適ではないこ
の非遵守な状況に落ち着き、いずれの当事者も自発的に遵守しようとする態度へと
は改善されにくい“均衡”状態に陥ってしまうものである。 
 
図表 ２-２ 法令・契約の遵守とゲーム理論 
 相手方 相手方 
自己   (○、○)   (×、○) 
自己   (○、×)   (×、×) 
遵守：○、非遵守：× 
 
第４項 まとめ 
本節では、特許法制度の運用を担う法制度、社会的な文脈について現状の中国を
中心とする新興諸国に関する先行研究を概観してきた。先行研究には市場としての
急成長が見込まれるためにその注目の高さと豊富な研究対象事例から中国に関する
先行研究を取り上げたが、これまで見てきたとおりに、確かに近年の中国、発展段
階にある新興諸国の法制度は改革されつつ状況改善の過程にはあるが、制度が設計
とおりに有効なものとして機能するまでにはさらなる改革が必要な段階である。す
でに導入されている制度そのものは特許の価値・機能や権利保全を保証するもので
はないことが明らかにされている。その原因には、制度の問題として法律そのもの
の規定が不足していること、規定間で整合しないこと、あいまいであること、たび
たび突然に変更されることに加えて、法曹人材の育成が不十分なことがある。さら
に運用の問題として、公式制約が未熟な社会において、公式制約の改革が必ずしも
非公式制約たる人々の文化、モラルの向上を促進することは約束されず、むしろ非
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公式制約は遅々たる進展であることも想定されうる。公式制約に頼ることができな
い社会において人々はさらに非公式制約に頼るしかなく、そのため非公式制約はさ
らに強化されうるところ、この状況における不信任の相互関係においてルールや約
束を励行しとする意志が欠落しがちとなることが諸理論により確認された。 
 
このような状況において企業がとるべき行動として行政当局の要職者や地元有
力者との関係構築や関係性の重要性の認知や企業業績への因果関係の研究がなされ
ており、また中国を回避して香港経由で事業展開をおこなうことの有効性が実務家
の間でも認識されている (香港貿易発展局, 2010)。ところが、かかる状況において
企業がいかなる特許取得をおこなっていくべきかという、特許取得の戦略に関する
研究は皆無といえる。そこで、本論文では法執行システムの発展状況を検討したう
えで企業がいかなる特許取得をおこなっていくべきかを論じるものとする。 
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第３節 先行研究からの示唆 
本章では、特許と産業の視点、特許と法執行システムという視点から先行研究を
まとめた。まず、特許の価値や位置づけについて産業という観点から先行研究の整
理をおこなった。先行研究によれば、特許と一言で言っても、その重みは、産業ご
とにより特殊性があり、特許法制度の下で企業が経る出願経過の実務、特許の専有
可能性、経済理論は産業ごとに異なることが明らかにされている。これは、最終的
に特許技術を体現する製品の特許との関係、特許技術のライフ期間、代替技術の出
現に起因する問題である。 
 
次に、法執行システムの発展状況について先行研究を確認した。世界では多くの
国・地域において技術の保護による産業の発展を図ることを目的とする特許法が導
入されているが、国家権威、裁判所、行政等が担うこととなるその機能担保の法執
行システムのレベルが充分な国とそうでない国とに二分されることが示されている。
裁判所、行政等のレベルや質にはさまざまな要素変数がある。向上への移行も一つ
の出来事により劇的に変化するというよりも各種の制度整備に加えて人々の意識の
変化や新しい文化や価値観の浸透、社会の変化によるものであるが、これまでの先
行研究で確認してきたとおり、法執行システムを担う裁判所や行政等を含む社会の
成熟度には異なるレベルがあることは確認されるものである。 
 
前者の産業と特許の価値評価の論点については、特許法の意義や制度設計の在り
方、特許法の各産業への関係を明らかかにしようとする観点から、その多くが法律
学の分野で議論が展開されている。他方、後者の論点である新興国における法執行
システムの不確実、不十分な点については、そのような状況下での競争優位の構築
や企業業績に影響を与える要因を明らかにしようとする観点からその多くが経営学
あるいは競争戦略といった学問分野において議論および研究が展開されている。し
かしながら、いずれの研究分野においても、特許取得に際して企業がいかにして取
り組むべきかをテーマとする研究は見当たらない。本論文ではこの両分野にまたが
る仮説を構築し、企業経営者に対して、大局的な特許取得に関する仮説的提言を示
すことを目的に、上記の産業差異と社会の成熟度という視点から特許取得の戦略を
さらに考察にあたり、続く第 3 章でこれらに関連する事例分析をおこなう。 
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第３章 事例の研究 (産業) 
本章では、第 1 節で産業と特許に関する事例選択について、第 2 節で事例を分析
する。そして、そこから導かれる特許と産業の関係を第 3 節でまとめる。 
 
第１節 事例の選択 
本節では、産業ごとの特許の価値に関する事例を検討するに先立ち、対象事例の
選択について記す。検討、比較の対象として、特許権の使い方に異なる傾向が見ら
れること、ライセンス料の違いから特許の位置づけが異なること推測される産業で
あること、事例分析に要する客観的なデータが入手可能であることという視点から
検討し、製薬および通信技術 IT 関連の三つの事例を検討することとする。 
 
1. ライセンス性向の違い 
特許権の使い方として、ライセンスは利益確保、技術普及、もしくは相互の技術
利用のために広く活用されている。特許庁がまとめる知的財産活動調査 (2009) に
よれば、ライセンスの実施の状況、その無償または有償の割合は産業ごとにその傾
向に違いがあることが明らかである。医薬品製造業の分野においては、クロスライ
センスは一切おこなわれていない。一方で、電気機械製造業においては、ライセン
スは広く活用されている。電気機械製造業のライセンスのうち、実に 94％がクロス
ライセンスである。さらにライセンスのうち 83％は無償ライセンスであるため、実
施するライセンスのうちおよそ 80％は無償のクロスライセンスであるということ
になる。 
 
製薬においては、わずか数件の特許権によって対象の製品をカバーして長期的に
利益を獲得する事業実態であるのに対して、電気機械製造業のような分野において
は、多数の部品を組合せて一つの製品を成立させるため同業他社や部品供給のサプ
ライチェーンの他社との間にいて相互に技術実施しあう必要があることが背景であ
ると考えられる。 
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図表 ３-１ 特許ライセンスの現状 
 他社にライセンス クロスライセンス 無償ライセンス 
医薬品製造業 110 件 (4.6％) なし 11 件 
電気機械製造業 11,87 件 (11.6％) 11,171 件 (94％) 9,937 件 (83％) 
出所：特許庁「知的財産活動調査」から筆者作成 
 
2. ライセンス料の違い 
ライセンスの実態としてライセンス料を確認する。特許権は、第三者に実施せし
めることが可能であり、権利者は実施許諾料という収益を得ることが可能である。
企業間のライセンス料は当事者間の秘密情報とされるため一般には入手が困難であ
るが、国有特許のライセンス料の算定方法が広く公開されている。権利許諾をおこ
なうライセンサーが国である場合、その他の取引の有無や特定の企業との関係、ま
たは国が自ら事業を実施することはないことため、国有特許のライセンス料の算定
は、一般の企業間のライセンスのライセンス料に比較すると、複雑性は比較的低い
ものと考えられる。 
 
たとえば、ライセンサーが自ら実施する事業における特許技術のライセンスでは、
当該技術を広く早く普及させることを意図する場合と、当該技術を使用する競合と
なるライセンシーの実施意欲を一定程度に限定したい意図がある場合が考えられる。
前者ではライセンス料を低く設定し、後者ではライセンス料を高くあるいは逓増的
に設定しようとする意向がライセンサーにもたれるものと考えられるところ、権利
者が国の場合はこういった要因の考慮の要請がない。国有特許を管理する経済産業
省産業技術環境局技術振興課によれば、国有特許のライセンスは現在 66 件あるが、
このうち科学技術基本計画32の推進四分野において、施料料率の平均値は材料系で
ある「ものづくり製造技術 (材料)」では 3.0％である。他方、多くの部品や技術を
集積して一製品をなすという特徴を有する「情報通信」では実施料率は 0.1％ (経済
産業省産業技術環境局技術振興課) とのことであり、ライセンスによる実施料率に
                                               
32 科学技術基本法 (平成 7 年 11 月公布・施行) に基づき、科学技術の振興に関する施策の総合
的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画、文部科学省所轄。 
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は、実に 30 倍の開きがある。ものづくりには製薬業界、情報通信には情報通信に
分類される。 
 
3. データ入手可能性 
一つの製品にどれだけの数の特許権が含まれるかは、公開される性質のものでは
ない。なぜなら、どのような特許技術を含むかを公に示すことは、当該製品の具体
的な技術内容を示すことに等しいからである。製品の技術内容は企業秘密に値し、
競争優位の源泉となりうる部分であるため、企業自らは積極的に公開することは好
まない。加えて、多段階の取引を経て多数の部品を組み合わせて構成される製品に
おいては、当該最終的製品に含まれる特許権の数を把握する者はいない。どこから
どのような部品を仕入れているのかという取引自体が秘密であることが通常であり、
さらに、多段階取引を経ているため現実的にすべてを把握する者はいない。部品を
購入する企業としては当該部品の購入に先立ち、特許保証を取引先に課すことで満
足するため把握さえしようとしないためである33。従い、ある製品にいかほどの特
許権が体現されるのかの正確な数字を把握することには限界がある。  
 
このような状況にありながら、製薬業界の特許については、一製品に含まれる特
許の数が尐数であり、行政当局の製造販売に関する認可取得のために、特許情報が
公開されている点に注目した。対照的に技術集積型製品の場合、通常はサプライチ
ェーンの中で複数の取引段階を介しながら部品が購買され組み立てられて最終的な
製品が完成する。このようなケースでは、最終メーカーは自己の最終製品の全部品
の供給者を把握していることはなく、さらに部品一点いってんに関する特許の存在
を確認することはない。そのため、技術蓄積型製品の最終製品について特許件数を
把握することは現実的に不可能である。万が一に把握していた場合であってもその
件数の公開を認めることはない。そこで、本論文の事例分析にあたり、標準技術の
特許権の取り扱い、その価値、影響を研究した先行研究から特許件数を引用するこ
ととし、通信技術 IT 産業を比較対象とした。 
                                               
33 故意侵害、すなわち第三者特許を侵害する製品と既知でありながらの使用・販売の責任を回
避するため、企業にとってはあえて購入する部品等の特許状況を知ることを避けることもある。
米国においては故意侵害が懲罰的賠償の対象となることとも関係する。 
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なお、特許権の厳密な経済的な価値を算定することが事例分析の目的ではなく、
また、特許権の経済的価値を厳密に算定しようとすることは不可能であろうところ、
むしろ特許の価値の相対的な比較をおこなうことを事例分析の目的ひいては仮説構
築のための過程と位置付けるものであるため、本節の事例研究にて取り扱う数字は
時に概数であることを断る。概数であることによって本節の事例研究の議論の妥当
性を損なうものではないと認識する。 
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第２節 事例の研究 
製薬業界では、企業が尐数の特許によって長期かつ多くの収益を得ることは周知
の事実である。そのなかでも、年間 1,000 億円以上を売り上げる製品をブロックバ
スターと一般に称する。このブロックバスター製品の売り上げと製品に含まれる特
許の件数の関係について以下にて確認する。 
 
医薬品は、人体への影響とリスクが甚大であることから、その製造、販売に先立
って、各国政府の許認可を取得することが求められる。許認可の取得に際しては、
安全性に関する試験データ、製造プロセスおよび原料調達等に関する情報の提出が
義務付けられている。日本ではその手続きにおいて提出される特許技術に関する情
報公開の制度はないが、米国では、FDA34が所管するオレンジブックと呼ばれる承
認された医薬品と関連する特許のリストが公衆に開示されている。そこで、このオ
レンジブックで入手することができる特許件数と製品の売上高を確認する。 
 
第１項 事例 1：薬と特許  
日本の製薬最大手である武田薬品工業株式会社 (本社：大阪市中央区、以下「武
田薬品」という) は、世界第 16 位の企業体である。同社のブロックバスター製品の
一つである糖尿病治療薬「アクトス® (一般名称：塩酸ピオグリタゾン)」は、世界
で最も売れている糖尿病薬といわれる。2009 年度のアクトス®の売上げは 3,847 億
円であり、同社の総売上げの 26％を占める主力製品であり、同社の最たる国際戦略
製品と位置付けられている (武田薬品ホームページ)。 
 
 
                                               
34 Food and Drug Administration 米国食品医薬品局。食品、医薬品、化粧品等の許認可や違
反品の取り締まりをおこなう。 
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図表 ３-２ アクトス® 
 
出所：武田薬品ホームページ 
 
オレンジブックによれば、アクトス®には 5 件の米国特許が使用されているとい
う。実際に、この 5 件の特許権の内容を確認すると、2010 年中に期間を満了する 1
件の物質特許を除く全 4 件の特許権が副次的な内容のものであった。たとえば効能
を促進するための特許、消化を助けるための特許、副作用を減尐させるための特許
である。つまりアクトス®を成す主要な物質は 1 件の特許によって守られていると
いうことである。この点につき、同社が 2010 年 5 月に発表した新中期経営計画で
も 2010 年の特許切れ問題35の一つとして取り上げている。同社の今後の減収要因と
して記し、当該特許の存続期間の満了により同社の売上、収益の大幅減尐が見込ま
れていることからも確認される。つまり効能を促進するための副次的な位置づけの
特許権が複数存在している場合でも、製品の要部である 1 件の物質特許の期間万行
後は、後続医薬品たる安価ないわゆるジェネリック製品の参入を阻止することは不
可能であり、基本特許の期間満了とともに同社の当該市場における独占的な地位は
喪失されることを意味する。アクトス®の世界売上げ 3,847 億円 (米州売上げ 2,974
億円、日本売上げ 527 億円、欧州売上げ 312 億円、その他地域 35 億円) は各国・
地域におけるこのようなわずか 1 件の特許権によって達成されている。アクトス®
の 2005 年度から 2009 年度の過去 4 年間の売上総額は 1.8 兆円である。 
 
第２項 事例 2：薬と特許  
世界最大手の製薬企業である Pfizer Inc. (本社：アメリカ合衆国ニューヨーク州、
                                               
35 大手製薬企業の主力製品の特許期限満了が 2010 年前後に集中する。2010 年問題により業界
再編も進む。 
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以下「米国ファイザー社」という) は多くのブロックバスターを抱え、また 2010
年問題への対応として精力的に大小の製薬ベンチャーや企業の買収を展開する。米
国ファイザー社のスタチン系高脂血症治療薬リピトール®は、高コレステロール血
症の治療薬であり、2009 年に世界で最も売れた薬といわれる。 
 
図表 ３-３ リピトール ® 
 
出所：米国ファイザー社ホームページ 
 
オレンジブックによれば、リピトール®には 6 件の米国特許が使用されている。
そこでアクトス®事例と同様に、実際にこの 6 件の特許権の内容を確認すると、リ
ピトール®の主要部分をなす特許は 1 件の物質特許のみであり、これを除くその他
の特許権は消化吸収を助ける添加物、あるいは剤状に関連するものであった。米国
ファイザー社は同社の主力製品であるリピトール®の 2011 年特許切れ問題に対応
するため、社内での研究開発を進めると同時に、技術を買う目的で企業買収を進め
ている。副次的な特許は、主たる物質特許によって構成される医薬製品の性能をさ
らに高める、保護を厚くする、延命に資する等の役割が期待されるところであるが、
現実的には物質特許 1 件の存否が市場における技術的独占的な地位を支えるもので
あることが確認できる。2009 年、リピトール®は世界で 1 兆円超36を売上げ、この
うちのおよそ半分の 5,000 億円を主たる市場である米国で売り上げている。リピト
ール®は主に米国、欧州、日本で販売されるところ、国地域別の詳細な売上げを開
                                               
36 2009 年リピトール®売上げ 114 億ドル。 
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示されていないため、他の国・地域別の売上げは確認できないが、米国については、
実質的にはわずか 1 件の物質特許で構成される当該製品は 5,000 億を売り上げると
いうことである。 
 
第３項 事例 3：通信技術と特許 
次に、情報通信技術分野の事例について検討する。Lemley ら (2007) は、携帯
電話の規格に関して 3G 技術、別称 W-CDMA の技術にて欧州電気通信標準化機構 
(the European Telecommunications Standards Institute, ETSI, 60 カ国 700 社以
上が加盟) と日本の二つの標準化団体である社団法人電波産業会 (ARIB、会員企業
240社) と社団法人情報通信技術委員会 (TTC, 会員企業 87社) からの調査により、
6,872 件の特許を特定した。この 6,872 件は当該標準技術に必要と特定された技術
であるが、標準化団体に参加している企業が自主的に申し出をおこなった後に、各
団体によって審査され標準技術に必須な特許であると認定されたものである。従い、
そもそも標準化団体に参加していない企業が保有する関連特許は対象としていない
ため、特定された 6,872 件は「尐なくとも」当該標準技術に必要と解される特許権
の数である。 
 
当該市場の大きさについて確認する。W-CDMA 技術は、技術そのものが消費さ
れるというよりも、技術が携帯電話に組み込まれ製品化されて初めて市場に投入さ
れるものである。従い、当該技術そのものの市場規模を示す統計はないため、製品
市場から試算するものとする。富士キメラ総研は、モバイル業界における機器メー
カーや通信事業者などの動向をまとめた「2002 年モバイル市場調査総覧」において、
W-CDMA は 2001 年実績の 65 億円から 2003 年には 1,850 億円、2005 年には 4,100
億円に急拡大すると予測した。2005 年の 4,100 億円を上記の 6,872 件で割ると、特
許 1 件あたり 0.59 億円と算出される。 
 
W-CDMA 規格の特許ライセンスのプログラムを管理するイギリスの 3G 
Licensing Ltd社 (2004年設立) は 2008年に同プログラムの特許使用許諾を受けた
携帯端末は累計で 8,500 万台と発表した。同社は 1 台の携帯端末につきおよそ 1～2
ドルの特許使用料を課す。2004 年から同社が W-CDMA のライセンスを開始し、上
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記発表の 2008 年までに 8,500 万台が特許実施許諾の対象であることは、4 年間の
累計で 85 億から 160 億円程度の特許使用料が支払われている計算になる。160 億
円を単純に上記の 6,872 件という特許件数で割れば、1 件あたり 0.023 億円相当と
いう結果になる。実際には 6,872 件という特許権は特定することが可能であった尐
なくとも必須と解されるべき特許件数であること、さらに W-CDMA の研究開発は
継続しパテントプールの対象とされる特許権は年々増加しているため、試算された
0.023 億円／特許という相当額はこれ以上に小額となると考えられる。 
 
図表 ３-４ W-CDMA 技術のイメージ写真 
 
  
 
出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモホームページ 
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第３節 事例研究のまとめ 
本節で確認したとおり、一方の製薬業界においては、特許 1 件が 5,000 億円、3,000
億円にも相当するものであるところ、他方の電気通信業界では必須であり最も重要
とされる特許群の特許 1 件が 0.5～0.2 億円あるいはそれ以下の程度であり、特許が
企業にもたらす利益の違いが大きいことを示す。この背景には、製薬のように科学
的な研究開発においては、代替技術が実質的に存在しない。かつ、ある技術発明は
長きにわたり待ち望まれた画期的な発見であることから、一つの発明によって長期
的かつ大きな利益がもたらされる実態があろう (枡田, 2005)。対照的に、電気通信
業界のように機械的な技術分野において多数の部品の集合によって完成する製品の
研究開発においては、代替技術が多数存在し得る、課題設定そのものの変更が可能、
課題が次から次へと展開するという事情があるため、結果的に一つの発明によって
もたらされる利益は小額かつ短期的ないものとなる。 
 
特許がもたらす利益と対象的に特許を生み出すための投下資源という観点から
確認すると、2008 年度に世界で 4,530 億円の研究開発費をかけた武田薬品の 2008
年時点の特許保有数はおよそ世界で 3000 件である。そして、3,500 件の米国特許を
保有する米国ファイザー社は、2009 年に 8,000 億円の研究開発費をかけて、この一
年間に 97 件の米国特許を取得した。対照的に、2008 年世界で 20 万件以上の特許
を保有する富士通株式会社 (本社：東京都港区) は同年に 2100 億円の研究開発費を
かけて国内外で 1,2 万件の新規の特許出願を行った。そして、56,000 件以上の米国
特許を保有する International Business Machines Corporation (本社：アメリカ合
衆国ニューヨーク州) は、2009 年に 6,000 億円の研究開発費をかけて、この一年間
に 5,000 件近い米国特許を取得した。特許から得られる利益が属する業界により異
なるだけではなく、1 件の特許取得に要する研究開発費用も業界により大きく異な
る傾向があるものと考えられる。 
 
実際に各業界で活躍する実務家からは、下記のようなコメントが表明されている。
武田薬品工業常務取締役であり知的財産部長を務める秋元浩氏は次のとおり述べる。 
「医薬品事業では、特許が製品開発に与える影響は非常に大きい。産業分野が異
なると、製品の特許保護イメージは大きく異なる。自動車や家電などの場合、1 製
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品あたり、数百から数千の特許が存在する。1 つの特許が持つ影響力は小さく、特
許の存在が製品の開発を妨げる可能性は低い。これに対して、医薬品の場合、製品
の基本特許は、原則として 1 つであり、導入する場合には高額なライセンス料が発
生する。製品の成否は、(1 つの) 基本特許にかかっているため、特許の取得状況に
よって製品化を断念するケースがある。」「医薬品事業の特徴として，創薬から製造
承認申請に至る R&D が平均 15～17 年程度と長期間にわたることが挙げられる。そ
の内訳は、(a) 創薬段階で 2～3 年、(b) 前臨床で 3～5 年、(c) 臨床 (知験) で 3～7
年、(d) 製造承認申請で 1～2 年である。さらに、これだけの期間をかけても開発が
成功する確率は低い。(a) の時点で平均的に 3 万分の 1、そして (b) の時点におい
てでさえ、5 分の 1 である。加えて、これらの R&D には多大な投資が必要となる。」
37 
 
武田薬品で長年にわたり知財責任者を務めた秋元氏は、医薬業界における特許の
重要性を上記のとおり述べる。これとは対照的に、ブロードバンド通信向けの製品
などを製造販売する米 Broadcom Corporation (本社：アメリカ合衆国カリフォルニ
ア州) の CEO 兹社長の Scott McGregor 氏は次のとおり述べ、特許法の現状につい
て問題提起する。  
 
「今の携帯電話機のような先進的な機器は、数百万件の特許の集合体です。その
膨大な数の特許のわずか一部を押さえられただけで、製品を作れなくなります。そ
れも、すべての特許が重要であるかどうかは評価されません。特許システムという
のはそもそも、イノベーションを促進するためのものです。そのために、発明者に
メリットを与えているのです。しかし特許の数が膨大になり、特許や発明者が複雑
に絡み合っている今では、技術を持つ企業同士での争いの種になってしまっていま
す。」38  
 
これらの実務家のコメントに表れているとおり、医薬品業界のような莫大な研究
開発費を投下して長期間を要して開発された科学的な技術進歩は、その後ほぼ単独
                                               
37 2004 年 7 月 20 日、日経 BP 知財 AWARENESS、「医薬品の成否は一つの基本特許で決まる」。  
38 2009 年 6 月 29 日、日経エレクトロニクス「特許システムには変化が必要」 
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技術によって安定的かつ大きな収益を獲得することが可能となる。他方、通信技術
のような複数の特許権によって最終的な製品が構成される機械的な分野においては、
個別の技術進歩は他の多数の技術進歩の一つに過ぎず、特許技術一つからもたらさ
れる収益は短期的かつ小規模に留まるものである。このように技術の特性、重みは
産業ごとに大きく異なるものであり、そのために、技術発明を権利化した特許権も
同様に産業ごとに異なる位置づけにあることが確認できる。技術発明を権利化しよ
うとする企業においては、自己が属する産業の特性を考慮したうえで、特許出願を
おこなっていくべきものである。 
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第４章 事例の研究 (制度) 
 
本章では、第 1 節で比較する対象国の選択について、第 2 節で関連する事例を論
じ、そこから導かれる法執行システムの程度と権利保護の観点を第 3 節でまとめる。 
 
第１節  対象国の選択  
下記に記す法執行の問題、特許査定率の低さ、市場としての重要性という三つの
理由から、分析比較の対象国を現状の中国とする。 
第１項 執行の問題 
法執行の問題については、現状の中国に関する実務家のコメントとして、厳しい
意見が聞かれる。中国では法の執行が恣意的であり、地方保護主義が根強く残り、
また定められた手続きに則さない運用も各方面の専門家が実際に経験しているとこ
ろである。 
 
たとえば日本においては裁判官になるためには､法科大学院課程を修了し、国内
最難関とされる法務省の司法試験委員会が実施する新司法試験に合格し、司法研修
所での司法修習を修了して裁判官の任に就くことが可能となる39。任官後も、一定
期間の転任を経ることで、一つに多種多数の事案に触れることにより経験を積ませ
ること、一つに居住する地域との利害関係を定期的に遮断することで公平な判断を
行う土壌を築こうとすることを目的としている。また、法によっても裁判官の独立
性が規定されている。 
 
他方の中国では、すでに先行研究で確認したとおり、軍人出身の裁判官が多く、
現役裁判官のほとんどは法律教育を受けていない。また任官後の教育も不十分であ
るといわれる。給与は地域政府から受け取るものであり、転任の制度がない。その
ために、任官の時点においても任官の後においても教育が不十分な裁判官が、地元
地域と密接な関係を築きながら、裁判を担っていくこととなる。裁判官によっては、
判決の法源を知らなかったという実例、根拠とすべき法令を間違って示した実例が
                                               
39 弁護士法 4 条、裁判所法 66 条、司法試験法が定める。 
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あるという 。このように現状の中国は法執行システムの正常、公平、透明な機能が
不十分であると認識されている (Child and Tse, 2001; John Chind, 2003; 高国・
増田 , 2005)。汚職問題の根絶をめざす世界的な市民団体である Transparency 
International40によると、現状の中国における汚職は深刻な問題として示されてい
る。中国の同等レベルに位置される国はバヌアツとコロンビアであり、日本は、英
国やドイツと同程度の透明度として示されている。 
 
中国の現状について、特許庁出身で、独立行政法人日本技術貿易機構 (JETRO) 
の北京センターに駐在経験を持つ弁理士、日高東亜国際特許事務所の所長である日
高賢次氏は、「中国の侵害訴訟の信頼性には疑問が残る。日本では想像できない理由
の判決が多い。」と、現在の中国の裁判所の問題を指摘する41。中国での実務、研究
に詳しい森・濱田法律事務所弁護士の石本茂彦氏も、「中国の裁判のレベルは向上し
ているが、先進国に比べれば発展途上ともいえる。地方での裁判ほど、どんな判決
が出るかわからない怖さがある。」と同調する意見を持つ42。裁判所の運営に現れる
地方保護主義の側面について、中国の知財制度に詳しい協和特許法律事務所の副所
長で弁理士の黒瀬雅志氏は「中国では地方の裁判所や行政機関の権限が強い。(中略) 
地方の有力企業の製品を差し止めると失業者が生まれ、治安が悪化するかもしれな
い。それを理由に、地方保護主義が台頭する可能性がある」と、指摘する43。 
 
第２項 特許制度を活用者のレベル   
特許を権利化することを求める者は、出願時に自己の発明と認識し特許権の保護
の受けようとする技術的な範囲をクレームとして明細書に記すことが求められる。
明細書は、出願後一定期間後に公開44されるが、これは社会や競合他社に当該発明
の技術的な外延を知らしめるという重要な機能を担い、これにより重複投資の回避、
                                               
40 国際的に汚職・腐敗防止のために活動する非政府組織。1995 年から、毎年ある国の公務員と
政治家がどの程度腐敗していると認識されるかアンケート調査をおこない、国際比較を公表。
これまでに延べ 10 万人以上に調査実施。 
41 2010 月 3 月 8 日、日経エレクトロニクス「技術の価値を失うリスク、日本メーカーが挑む
壁」。 
42 2010 年 4 月 1 日、日経エコロジー「技術移転～中国特許訴訟で日本企業敗訴の「意味」」。 
43 2010 年 3 月 8 日、日経エレクトロニクス「アメとムチの制度改革で“知財大国”を奪い取
る」。 
44 日本では出願から 1 年 6 ヶ月後に出願公開される、特許法第 64 条。 
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迂回技術開発の検討、特許技術侵害有無の確認に供されるものである。このように、
発明を特許として権利化しようとする者は、法の要請する要件を満たす出願をおこ
なう負担を負う。特許出願、権利化の手続きは実に専門的な職務であり、日本にお
いても、社内特許部や外部弁理士を活用して行うことが通常である。 
 
明細書に記載されるクレームには、当該発明に必須な構成要件のみを記載すべき
とされている。物質 A、物質 B および物質 C からなる物質 D があるときに (「A＋
B＋C＝D」)、各物質は必須の構成要素でなければならないとされ、もし物質 C が
必須でない要素であるにもかかわらずクレームに記載される場合には、審査の段階
で拒絶理由として指摘を受けるか、権利化後においては特許無効の根拠となりうる
ところである。クレームの記載は技術的かつ専門的であるため、高度な技術と専門
知識、センスを要する職務である。 
 
クレームによる技術範囲の確定は、予見性を高め、特許制度や特許法の信頼性を
確かなものとする安定的な運用が望まれるものであるが、この点について現在の中
国では先進諸国とは異なる運用がおこなわれている。それは「多余指定原則」また
は「余計指定の原則」と呼ばれる独特の制度である。中国では、物質 A、物質 B お
よび物質 C からなる物質 D という特許があった場合 (「A＋B＋C＝D」)、物質 C
が不要な構成要素であった場合でも、物質 C の記載を排除して問題となる特許の技
術的範囲を定めようとするものである。その運用の背景には、明細書作成に必要な
知識の欠如や出願人の不注意により、本来は不要である余計な技術的特徴を記載し
た特許権者の権利範囲が縮小されることを救済することに意図がある。つまり、本
来であれば記載不備により特許無効となりかねない権利者の保護を図る運用である。
この運用は、物質 A、物質 B および物質 C からなる物質 D を、物質 A および物質
B からなる物質 D と解することにより、権利者の技術的範囲をクレーム記載の内容
に比べて事後的かつ不用意に拡大するものである。つまり、これは、法制度は整え
つつも、法制度についていくことができない経験の浅く知識の乏しい出願人を救う
ための運用がなされている実態を示すものである。 
 
中国からの出願と特許査定率を、日本を含む他の主要各国と比較を図表 4-1 に示
64 
す。中国からの出願は、いずれの法域においても他と比較して特許査定率が低く、
クレームを含む明細書の作成ひいては特許法の手続き運用に未熟な中国の現状を示
すことと一致するものである。 
 
図表 ４-１ 出願人国籍別の主要国における特許査定率 
出願人＼出願国 中国 日本 アメリカ 韓国 
中国 24％ 12％ 27％ 23％ 
日本 66％ 46％ 41％ 64％ 
アメリカ 35％ 39％ 33％ 41％ 
韓国 58％ 46％ 32％ 48％ 
出所：特許庁知的財産活動調査から筆者作成 
 
第３項 市場としての注目  
JETRO (基礎的経済指標) によると 2009 年の中国の実質 GDP は、33 兆 5,333
億元 (4 兆 9,090 億ドル) であり、2010 年または数年以内に日本を抜いて米国に次
ぐ世界第 2 位の経済大国になると予想されている。GDP 同様に経済成長率、人口規
模も世界経済をけん引する存在となりつつある。これと呼応するように中国への直
接投資も急増している。伴い、直接投資に関連する研究が注目されており (Zhang, 
2005; Du et al., 2008)、世界経済の中で中国の地位が拡大していることを示すもの
である。新興諸国の法執行システム、社会的な文脈を解明しようとする先行研究の
多くが中国を対象国としていることとも一致するものである。このように GDP、経
済成長率、人口、重要かつ注目すべき市場であり、本論文においても、現状の中国
を対象国としてその法執行システムの状況を確認するものとする。 
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第２節 事例の研究 
本節では、比較対象とした現在の中国における裁判関連の事例を検討する。発生
した紛争の解決が当事者間の協議によっても図られない場合は、当該紛争の解決を
裁判所に求めることができる。裁判所は、原告、被告の主張立証の下に、事実認定
をおこなったうえで法の規定に照らして最終的な決定を下すが、この法執行システ
ムの発展状況を裁判事例から確認する。 
 
特許権が侵害係争に至るまでには出願から 5 年、10 年の期間を要する。なぜなら、
当該権利を用いてある一定規模のビジネスになったときに第三者による権利侵害が
問題となるからである。加えて、権利侵害の前提となる権利そのものの蓄積にも時
間を要するものである。そのため、2001 年の WTO 加盟を契機に、特許権の運用が
本格化し始めた中国では、特許出願は増加しているものの、有効な権利の蓄積と上
にあり、特許権侵害訴訟に関する判例の蓄積は未だ尐なく、今後の判例蓄積が望ま
れるところである。加えて、判決の公開の制度が十分ではない中国においては、当
事者以外の者が関連情報を収集することには限界がある。得られた情報もごく限ら
れた範囲の限定的な内容であるため、係争の背景や争点につき不明な点が多く事例
分析として情報を欠く。従い、望ましくは現状の中国の特許侵害訴訟の事例分析を
おこなうことにかえて、現状の中国の法運用の不備を示す一般的事例として裁判関
係の事例を取り上げる。 
 
ビジネス関係にある企業間では、紛争解決手段を、裁判ではなく仲裁とすること
を事前に合意することが多い。仲裁とは、当事者が、私人である第三者 (仲裁人と
いう) をして争いを判断させ、その判断に法的拘束力をもたせ、当事者が服するこ
とを合意し (「仲裁合意」)、その合意に基づき紛争を解決する、法によって認めら
れた制度である (日本商事仲裁協会)。仲裁の特徴である紛争発生の事実および紛争
内容の秘密保持や一審終結、仲裁人専門性を好み、企業の多くが選択する。また仲
裁判断の執行についても、仲裁判断の相互執行を認める国際条約であるニューヨー
ク条約45があるため、外国裁判による判決の執行より執行確保が容易であるとされ
                                               
45 外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約。締結国は外国仲裁判断を相互に容認することを
約す。2009 年 144 カ国加盟。 
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ている。そこで、一般の紛争事例に加えて、仲裁事例も取り上げることとする。 
 
第１項 事例 1：アメリカ大手ハンバーガーチェーンの場合 
 
アメリカの大手ハンバーガーチェーン (「米国企業 A」という) は、1992 年に
北京市政府 (「市政府 B」という) と 20 年の土地賃貸借契約を締結し、中国への
ハンバーガービジネスの参入を実現させた。当該土地は、北京市中心部のメイン
ショッピング地域である王府井大街市街地からわずか 2 ブロックに所在し、北京
市において最も商業的価値の高いエリアにあると認識されていた。米国企業 X は、
ここに 700 席を有する世界最大 (当時) のハンバーガーレストランを開業した。
地元水準と比べると非常に高級であったハンバーガーレストランであったが、ア
メリカ文化の象徴として、多くの中国人がこのアメリカのファーストフードを好
み店舗に殺到した。ハンバーガーレストランは大成功となり、最も楽観的な予想
さえも大きく上回る業績を達成した。 
 
20 年賃貸借契約 
突然の立ち退き要求 
米国企業 A 市政府 B 
実業家 C 
 
 
それから 2 年後、米国企業 A は市政府 B から突然に立ち退き通告を受領した。
市政府 B は、香港の実業家 (「実業家 C」という) がショッピングモール、マン
ション、ビジネスオフィスを兹ね備えた商業ビルを開発しようとすることを理由
に、米国企業 A に当該土地からの立ち退きを要求した。米国企業 A と市政府 B と
の契約によれば残り 18 年の正当な賃貸借期間が残されているため、米国企業 A
は北京市政府の地方裁判所に救済を求めた。中国法によれば米国企業 A の利益 
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(残す 18 年間の賃貸借) は当然に保護されるべき状況であったにもかかわらず、
裁判所はそれを容認せず、米国企業 A は市政府 B の要求に従い立ち退くことを余
儀なくされた。市政府 B の背後にいた実業家 C は、香港では超人と称されるほど
の人物であり鄧小平や江沢民をはじめ中国要人との極めて近い親交があること
は、付言を要するだろう。このような関係を背景に、米国企業 A の敗訴は驚きに
は値しない結果だったともいわれる (Shaomin Li, 2004)。 
 
この事例を考察するに、本来であれば、米国企業 A は、市政府 B と締結した契約
によって当然に当該土地を使用収益する正当な権利を有していたため、市政府 B が
一方的に立ち退きを要求したとしてもこれに従う契約上の根拠もまた中国法上の根
拠もない。通常であれば、市政府 B の一方的な要求は認められず、米国企業 A は引
き続き当該土地を使用収益する権利を有する。しかしながら、現地政府と強いコネ
クションを持つ実業家 C の便宜を図るために市政府 B はこれを要求した。さらに、
人々が作った社会を治めるためのルールである憲法や法律を適用して法律等の規定
に則って公平な判断をおこない平和的な紛争解決を下すための裁判所さえも市政府
B の不当な要求を容認し、米国企業 A は立ち退きを余儀なくされた。これは、当事
者が合意した契約の内容も、それを解釈するための法律の規定も無視したものであ
り、裁判所の恣意的な判断の結果である。 
 
第２項 事例 2：米国企業と中国企業の合弁会社の場合 
 
米国の資産管理会社 (「米国企業 D」という) は、中国企業 (「中国企業 E」と
いう) とともに、自動車用組電線を製造販売する合弁会社 (「合弁会社 F」という) 
を中国に設立した。米国企業 D は合弁会社 F の株式のうち 60％を保有し、オペ
レーション管理のために米国人 (「米国人マネージャーG」という) を現地に派遣
した。2002 年に入り、米国人マネージャーG は、合弁会社 F の役員達 (役員等
H) が合弁会社 F の 400,000 ドルを彼らの個人の銀行口座に送金していたことを
発見した。さらに悪いことに、彼ら役員達は、ひそかに別の企業  (「中国企業 I」
という) を設立し、電線製造の原料となる銅線を合弁企業 F から中国企業 I へ市
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価の 1/10 の価格で販売し、それをそのまま中国企業 I から合弁企業 F に (通常の
価格で) 再販売していたのであった。この方法によって、中国企業 I は合弁企業 F
よりも圧倒的に安い価格で最終製品を製造販売していた。 
 
 
米国企業 D 中国企業 E 
合弁会社 F 
60％出資 40％出資 
米国人 
マネージャーG 
役員等 H 
中国企業 I 
設立 
原材料往復売買 
送金 
 
米国人マネージャーG は大変なショックを受け、かつ憤慨した。米国人マネー
ジャーG は、彼らの行為は完全に明らかに犯罪であると考えた、彼らにやめさせ
るために努力もした。米国人マネージャーG は、中国の地方税務局に本件にかか
わる税法違反について相談に行ったが、市の税務調査官が税法違反を手伝ってい
たことが判明した。 
 
米国人マネージャーG が収集した各種の内部証拠の存在にもかかわらず、中国
人役員が市政府党から動員した多くの保護により、裁判所に公平な判断を求める
ことは不可能だった。米国人マネージャーG は、個人的な交友のあった中国人高
官の手助けを得ることができたが、結局中国人役員 H らを法の下に処すことはで
きなかった。中国人役員 H らは、米国企業 D が彼らの責任を追及しないことを条
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件に、合弁企業 C から去るというのが、最大得られた結末だった (Shaomin Li, 
2004)。 
 
本事例では、役員等 H は、業務上横領罪 (刑法)、競業避止義務違反 (契約上の債
務不履行)、背任罪 (刑法)、秘密保持義務違反 (不正競争防止法違反) に加担したこ
とが考えられる。これらは、明らかに罪に問われるべきものであるにもかかわらず、
彼らは無罪放免となった。このことは、同じく合弁会社 F の内部の人間であった米
国人マネージャーG の多数の証拠収集にも関わらず、現地の専門弁護士の見解から
裁判に持ち込むことさえもできなかった。本来であれば法律の公平な適用により得
られるべき判決、対現地企業に対してその非を認定し発生した損害を賠償させる判
決を得ることが、多数の有力証拠をもったとしても困難なことを示すところである。 
 
第３項 事例 3：台湾人オーナーの中国企業の場合 
 
台湾のビジネスマン (「台湾人オーナーJ」という) は、北京市郊外にガラス繊
維強化プラスチック製品を製造販売する、登録資本 500,000 ドルの会社 (「中国
企業 K」という) を設立した。台湾人オーナーJ は日頃は台湾で生活をし、日々の
業務は現地のマネージャー (「中国人マネージャーL」という) に一任していた。
中国人マネージャーL は高等な教育を受けた若手ビジネスマンであり、地方政府
の要職を勤める父をもつ。台湾人オーナーJ は中国人マネージャーL の関心とやる
気を十分に引き出すために、中国人マネージャーL に、中国企業 K の最大 20％ま
での株式を譲渡することを約した。 
 
中国人マネージャーL は、中国企業 K の主要顧客と結託して、別の企業 (「中
国企業 M」という) を立ち上げた。中国企業 M は、中国企業 K の技術、デザイン、
機器、原材料を使用して、中国企業 K の主要顧客のために製造販売を開始した。
1998 年 8 月、中国人マネージャーL は、地元の銀行と共謀し、台湾人オーナーJ
のサインを偽証して中国企業 K の名義において 146,000 ドルの融資を受けた。さ
らに、1999 年、中国人マネージャーL は、地方裁判所と共謀して、中国企業 K の
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トラック 10 台分相当の、機器・機械、原材料、製品を中国人マネージャーL のビ
ジネスパートナーに付与する裁定を発した。 
 
中国人マネージャーL は文書偽造罪および窃盗罪を犯した。台湾人オーナーL
は、本件につき弁護士に相談したが、「文書偽造は中国では犯罪とは認識されない、
せいぜい軽犯罪程度だろう」とのコメントを得るのみだった。しかしながら、も
し偽造された文書が国有銀行から融資を受けるために使用された場合には、それ
は国に対する詐欺となるところだが、実際には、裁判所と共謀でおこなったこと
により、犯罪として成立させることはできなかった。文書偽造罪および窃盗罪に
つき問責される代わりに、中国人マネージャーL は 78,000 ドルの支払いを請求し
て台湾人オーナーJ を訴えた。さらに、偽造文書をもとに中国企業 K に融資した
銀行も、台湾人オーナーJ を訴え、ついには勝訴した (Shaomin Li, 2004)。 
 
本事例では、中国人マネージャーL は文書偽造罪と窃盗罪を侵し、加えて業務上
横領罪 (刑法)、秘密保持漏洩 (不正競争防止法違反)、競業避止義務違反 (会社法、
契約上の債務不履行)、背任罪 (刑法) をおこなったものと考えられる。しかしなが
ら、台湾人オーナーJ は裁判にてその責任を認めさせ損賠を回復させることはでき
なかった。むしろその逆に、中国人マネージャーL と銀行によって反訴され、これ
らの主張が認められるという結末となった。現地の裁判所をして、現地政府とのコ
ネクションを有する現地企業等に対して不利益となる判決を下しせしめることの難
しさを示すものである。 
 
第４項 事例 4：英国企業と仲裁裁定の執行の場合 
 
買主・英国法人 (仲裁申立人、「英国企業 N」という) と売主・中国寧夏法人 (被
仲裁申立人、「中国企業 O」という) は、高品質のカシミアの売買契約を締結した。
ところが、実際の商品供給時に、中国企業 O は英国企業 N に大量の不純物を含ん
だ羊毛を供給した。そこで、英国企業 N と中国企業 O との間に紛争が生じ、英国
企業 N は売買契約の仲裁条項に基づき、中国国際経済貿易仲裁委員会  (通帳
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CIETAC)46 に仲裁の申し立てをした。CIETAC は、審理の結果、この事実を認定
し、中国企業 O に対して英国企業 N の損害を賠償せよという仲裁判断をおこなっ
た。 
 
中国企業 O は、CIETAC の損害賠償決定額の 2/3 を支払ったが、残りの 1/3 の
金額については、仲裁廷は計算間違いをしていると主張して支払いを拒否した。
そこで、英国企業 N は、北京市中級人民法院に仲裁判断執行の申立をおこなった。
同法院は、この申立を受理し、中国企業 O に残額の支払いをさせる決定をした。
そして、執行地の寧夏自治区中級人民法院に執行判決を移送した。しかし、寧夏
自治区中級人民法院は、北京市中級人民法院からの繰り返しの要請を受けながら、
仲裁判断の執行を拒否した。北京市中級人民法院の裁判官と北京の担当弁護士は、
寧夏自治区中級人民法院に出向くこともしたが、執行させられなかった。執行拒
否されたのは、寧夏自治区中級人民法院と被告の口座がある同地の銀行がともに
被告に対して執行を無視するよう、事実上、手助けしたからであるといわれてい
る (梶田, 2006)。 
 
本事例は、CIETAC の仲裁判断を中国国内で執行しようとしたときに、それが憚
られた事件である。仲裁は、裁判でいうところの裁判官に相当する仲裁人を当事者
の合意により選任することができる点でも、より広い私的自治が認められる紛争解
決手段であり、ビジネスの場で多用される。仲裁判断は当事者が合意することによ
り法的拘束力を有するものとなるが、その仲裁判断が当事者により任意に履行され
ない場合は、他当事者は裁判所に強制履行の申し立てをおこなうこととなる。本事
例においても、中国企業 O の任意履行がなかったために (損害賠償額の 1/3 の支払
い)、英国企業 N は裁判所に執行の申し立てをおこなった。しかしながら、度重な
る申し立てにもかかわらず、中国企業 O にとって不利益となる執行が実現されなか
った。仲裁という紛争解決手段も結局は裁判所に頼る部分が大きく、仲裁判断を得
られたとしても損害の回復が必ずしも容易ではないことを示す事例である。 
                                               
46 China International Economic & Trade Arbitration Commission、中国最大の仲裁機関。
2009 年に受理した仲裁事案件数は 1482 件と世界最大規模、前年比 252 件、20.5％増加した。
このうち国際事件は 559 件、前年比 11 件、2％増であった。 
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第３節 事例研究のまとめ 
裁判に関わる 3 事例と仲裁に関する 1 事例を検討した。現在の中国での裁判は透
明性が低く、現地の弁護士やビジネス実務家の間でもその運用実態を疑問視する声
が多く聞かれる。上記の 3 事例でみたとおり、現在の中国の実際の裁判においては、
明らかに契約違反、法律違反であったとしても、加えて有力な内部証拠が保持され
ていたとしても、裁判所において公平に裁くことが難しい。公平な判断を裁判所に
求めても、明らかに根拠のないままに不当な判断が下されてしまう。現地有力者と
のコネクションや、現地企業または現地経済に不利益となる判決を避けるために、
裁判所は、法律上の根拠も何らの合理的な法理論をも欠いたままに、その恣意的な
運用をなす現状にある。 
 
このような裁判所の不透明、無根拠、恣意的な判決をさけるために、特に現在の
中国における企業間の取引においては、裁判とは別の紛争解決手段を事前に取り決
めることが多く、仲裁合意をなしておくことが多い (Ondham, Li and Nie, 2010)。
その理由には、裁判所の判断にゆだねるよりも、当事者が合意し選任した仲裁人に
紛争解決の判断をゆだねるほうが、より公平であろうとの認識と期待である。しか
しながら、残念なことに、事例 4 にあるとおり、前記ニューヨーク条約の加盟国で
ありながらも中国での仲裁判断の執行は難しいことが示されている。裁判よりも仲
裁が望まれる現実ではあるものの、その仲裁さえも頼りになるものではなく、強制
執行についての最終実行は裁判所頼りである。また別の事件においては、裁判所が
何年にもわたり外国企業からの対中国企業の仲裁判断の執行申し立ての受理を拒ん
だ事件が知られている。この期間に相手方中国企業が自己の資産を国外に持ち出し
てしまい、申し立てから 6 年後ついに受理され強制執行が可能となった時には、強
制執行の対象となりうる相手方中国企業の資産は国内に存在しなかった。そのため、
本来は仲裁判断により速やかに回復されるべきであった賠償は回復されなかったと
いう (Chin、2006)。これらを統合して考察するに、強制的な執行に裁判所を頼り
とする仲裁もまた不十分な機能に留まっているというものである。 
 
加えて残念な状況なことに、執行の問題のみならず、そもそも仲裁への信頼性も
高いものではない (Cohen, 2005)。国際的弁護士事務所が世界各国の企業に仲裁に
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関して実施した調査結果によると、中国で最も主要な仲裁機関である CIETAC につ
いて、世界で活躍する企業は、エジプトの仲裁機関、ドバイの仲裁機関と並んで、 
“the most negative perception” を有するという。同事務所の準拠法47に関する調査
においても、中国法の選択が嫌煙されていることが明らかにされている。国際取引
においては、いずれの国の法をもって当事者間の契約を解釈し準拠させるかを取引
に先立って定めることが通常であるが、この準拠法の選定するにあっても中国の法
規定はあいまい、解釈や運用が不透明であるため、最も避けたい選択肢として示さ
れる (White & Case, 2010)。 
 
現在の中国では、公正な法の執行を求められる裁判所の判断は恣意的であり、根
拠がないことが多い。裁判所に比べて公平を期待する仲裁においても仲裁判断の執
行は裁判所頼りである、執行以前の問題としてそもそも仲裁自体の信頼性も高くな
い、というのが実態である。これらから、現状の中国においては、法執行システム
にはまだ多数の不備があるものであり、先進諸国で通常期待されるレベルにはない
ことが明らかである。この現状から特許侵害訴訟について考えるに、現状において
なされる特許侵害事件の審理処理においては、特許権者が十分な権利の保護を求め
ることができるまでには相当の期間と投資が必要になるだろう。前記のとおり、特
許は技術的な解釈を要する点で他の権利関係よりも高度かつ専門的な知識が必要と
なるものである。また特許が技術情報に対する権利であるがゆえに、公共性、社会
的な見地からも検討が必要である点で、その政策の運用には通常の係争処理以上の
複雑な要素が含まれるものである。 
 
特許侵害訴訟のために特別の裁判所を設置することが必ずしも唯一の解ではな
いが、米国や日本をはじめとする多くの先進諸国が専門の裁判所を設置するほどに
専門性が高くまた社会への影響も大きいものであることも、特許侵害訴訟が特異か
つ難渋な課題であることの証左といえよう。しからば、現在の中国においては特許
侵害訴訟の判断は前向きに考えたところで本論文にて検討した事例の程度の運用実
態であろうが、むしろ、特許の技術特殊性、対先進諸国の技術レベルの差、先進的
                                               
47 国際契約において解釈運用の準拠となる法。当事者自治により当事者の合意により定められ
る。 
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な技術をより吸収したいと考えるであろう中国としての立場等を考慮すれば、検討
した各事例よりもさらに憂慮すべき状況にあることが容易に推察される。間接的な
検討ではあるが、中国における現状の特許侵害の問題について、事実の認定、裁判
の決着、執行の問題含め、今後のさらなる運用向上が望まれるところである。 
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第５章 仮説の構築 
 
本章では、第 1 節でここまで論じてきた先行研究、事例分析から導かれる特許取
得に影響する要素を確認し、第 2 節では日本企業の特許出願の現状を確認したうえ
で、これらの視点から導かられる仮説を第 3 節で構築する。 
 
第１節 特許取得の要素  
第１項 特許取得の要素 
さまざまな国・地域において企業は事業活動をおこなう。その事業領域も多様で
あるところ、多くの企業が特許を出願し技術発明の権利化をおこなう。このとき、
特許を取得すること自体に意味があるのではなく、取得そのものは活用に向けたス
テップの一つに過ぎない。特許取得の本来的な目的は取得後の活用をして技術の独
占を実現すること、すなわち権利行使である。そして、時間および費用というコス
トをかけて企業が特許を取得し、さらに必要に応じて高コストな訴訟を提起・遂行
してまでもその権利を行使しようとすることの最終的な目的は、これにより技術の
独占を確実ならしめ企業の優位性を獲得し、ついには収益を獲得するためである。
これまでも確認してきたとおり、そのときに考慮を要する特に重要な観点として産
業の特性と制度の成熟がある。一つ目の産業という観点からは「取得した特許の業
界における戦略上の優位性は高いか」という点、二つ目の制度成熟の観点からは「取
得した特許権を権利行使しようとする場合にそれは有効な手段となりうるのか」と
いう点である。 
 
第２項 特許と産業 
一つ目の観点である産業の観点からは、取得した特許が、自己が事業をおこなう
業界において戦略上どの程度に強力なものであるか、という視点である。企業は、
事業の継続と発展を可能ならしめるべく最終的には収益を獲得することを目的とす
るところ、その一つの手段として、技術の独占をおこなおうとする。そして、その
技術の独占をおこなう具体的な方策として当該発明についての独占的排他権たる特
許権の取得をおこなうものである。そこには、特許を取得することによって、事業
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戦略上優位な地位を築くことができるという前提がある。産業ごとに競争優位の獲
得手段としての特許の有効性を考えた場合、その業界の特性として、一つの特許が
非常に重く、実質的にその特許有無により市場での勝負が決してしまうような業界
においては、特許取得の要否の議論は結論が明らかであり、当然に特許の取得をお
こなうべきものである。これとは対照的に、その業界の特性として、複数の特許、
多数の技術が集積され複合技術として最終製品をなすとき、あるいは技術サイクル
が早いために次々と特許を取得して新製品を発表しているときには、特許は他の技
術や他の戦略要素との比較考慮のなかでその重みが変動するものであり、特許の価
値は相対的であるということができる。これらの要因は特にその業界における技術
の性質に大きく依存するものである。 
 
たとえば医薬業界のように科学的な分野における研究開発の成果を製品化に結
び付けようとする技術分野においては、それらは一つの物質がその機能、課題解決
を決定付ける。他方で、たとえば通信技術のように機械的な分野における研究開発
の成果を製品化に結び付けようとする技術分野においては、多数技術の集積により
一つの製品が成立する。前者の場合には代替技術の脅威は小さいが、後者の場合は
代替技術の脅威が大きい。従い、前者では当然に積極的に特許を出願すべきところ、
後者の機械的分野における特許の価値の相対性に鑑み、特許取得の要否の決定には
慎重な検討が要されるものである。 
 
取得した特許が、自己が属する業界においてどのように使われうるのかを考え、
それが多数技術の中で埋もれてしまうような技術であるのか、多数の中の一つとし
てしか認識されないような技術であるものなのか、または多数技術の中でも際立つ
もの、多数技術の中でも必須であるもの、多数技術の中でも重要なものは、特別な
価値を有することができ、特許としての価値も重いものとなる。同時に考慮すべき
として、このような場合においては、特許取得のみが主たる競争手段となるばかり
ではなく、競争優位を築くための他の戦略手段も検討の可能性があろう。 
 
第３項 特許と制度 
二つ目の観点である制度成熟については、特許を取得しても、第三者による当該
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特許の範囲にある技術の実施がおこなわれたときに当該第三者を排除できるかとい
うことが問題となる。特許取得のみならず、訴訟遂行も数千万から数億円がかかり
うる高コストな手段であることを考えると、特許を戦略上の頼りの一つとして活動
しようとする企業としてはその確実な執行を期待したい。しかしながら、特許制度
の機能を担保する社会の成熟度、訴訟運用の状況、法執行システムの成熟度は、現
状の中国を代表事例としてこれまでに論じてきたとおり、権利者の期待に応えるレ
ベルではないことが明らかである。このような状況の下で、特許を取得しようとす
る企業が特に検討すべきは、特許取得を検討する技術発明のライフ期間である。取
得を検討する技術発明のライフ期間とは、当該技術がどの程度の期間に渡って優位
なものであるか、という期間である。技術発明のライフ期間は概してその発明が属
する分野や発明の種類によってその長短が異なる。 
 
ライフ期間が長いと考えられるものと、ライフ期間が短いと考えられるものにつ
いては当然に特許取得すべきか否かの戦略判断が異なるものである。前者において
は、現状において特許侵害訴訟を含む法執行システムの成熟度が低い国・地域であ
った場合でも、特許を取得すべきものであると考えられる。なぜなら、法執行シス
テムの成熟度が現在において低い国・地域であったとしても、経済発展を志すため
の社会的環境の整備のためにあるいは諸外国からの政治的圧力により将来的には成
熟度の向上が期待されることを考えると、特許取得後の前期から中期においては権
利行使の有効性は望ましいレベルではない場合であっても、特許期間の中期から後
期においては有効な権利行使のレベルが期待されるものであるからである。対照的
にライフ期間が短いと考えられるものについては、法執行システムの成熟度が低い
国・地域においては、権利行使が見込めない状況に鑑み、出願をしないという判断
をすべきである。 
 
第４項 産業と制度から分類 
これまで見てきたとおり、法執行システムの成熟度と産業の特性の二つの観点か
ら、下記のとおりの分類が導かれる。 
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図表 ５-１ 特許取得の 4 分類 
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上記のとおりに導かれた各象限において、企業がとるべき特許戦略を検討する。
各象限の特許戦略を検討するに先立ち、我が国における企業の特許出願状況と課題
を次節にて確認する。 
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第２節 我が国の特許取得の現状 
第１項 日本企業の特許取得の戦略の不足 
特許出願に影響を与える二つの要素を組み込んだ仮説を構築するに先立ち、日本
企業の特許取得の現状を確認すると、多くの企業が強い特許を取得していないこと
が多数の研究やアンケート調査により示されている (中村・京本, 2006)。たとえば、
日本企業は高いマーケットシェアを持つ製品分野が多いが、日本企業の出願特許は
取得件数が多い割に、世界的な評価は低い傾向にあることが指摘されている48。多
数の特許取得に取り組む日本の企業であるにもかかわらず、その特許は価値が低い
ことが示される。特許は総数が重要なのではなく、大きな利益をもたらす特許、代
替技術が存在しない特許、製品の規格や完成に必須の特許等の強い特許がより重要
であると論じられる。総数では务らない日本企業であるが、その特許の価値は総じ
て低い評価であり、ここでは、多くの日本企業において特許取得の戦略の些尐が課
題である。 
 
第２項 コア特許の不足 
世界に先駆け我が国において普及した携帯電話の第 3 世代においても、通信方式
などの基本的・根幹的な分野において、日本の企業が所有する基本特許が尐なく、
世界におけるプレゼンスが低いとされている。第 3 章で検討した代表的通信方式の
一つである W-CDMA に関する日本の規格においてすら特許収入を得ることの可能
な特許の数は、Qualcomm Incorporated (本社：アメリカ合衆国カリフォルニア州) 
が 560 件以上、Nokia Corporation (本社：フィンランドエスポー) とそのグループ
会社が 280 件以上に対し、日本の主要 5 社 (ソニー株式会社, 日本電気株式会社, 富
士通株式会社, 松下通信工業株式会社, 三菱電機株式会社) のすべてを合わせても
270 件程度しかないという。多数の特許取得をおこなうこれらの日本の大手企業に
おいても、標準規格に必須とされる特許は尐なく、特許出願の戦略不足は否めない。
メーカーの収益性や競争力向上のために、基本特許の取得によりデファクトスタン
ダードを獲得することやデジューレスタンダードの策定に参加することが重要であ
ると当該調査は指摘している (経済産業省, 2006; 西口・松宮, 2007)。 
 
                                               
48 2008 年 2 月 11 日、日経エレクトロニクス「戦略的なテーマ選定で「強い特許」を創り出す」。  
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また別の角度からは、権利取得に値しない技術発明の権利化がおこなわれている
点が指摘されている。東京証券取引所に上場している電機機器の企業分類に属する
売上高上位 10 社 (日立製作所、松下電器産業、ソニー、東芝、富士通、日本電気、
キャノン、三菱電機、シャープ、三洋電機) を対象にその登録特許の消滅率49を調
査した研究 (図表 5-2) によれば、他社に比較して圧倒的に低い消滅率を示す企業の
特許取得は、技術戦略に適合しており、製品の核となる部分に活用されているがゆ
えに消滅率が低いことが推察されると結論づける。一方で、特許消滅率の高い企業
は、多くの不要な特許を出願していることを意味していると論じる。特許査定後に、
特許料という追加費用を支払ってでも登録を維持されるような特許は、企業のパフ
ォーマンスに強い影響を与える基本特許と考えられるためである。 
 
同研究では、さらに、上記 10 企業の IIP50の特許データベースと日経 NEEDS2005
年度版からの企業情報を利用した統計分析により、多額の研究開発費を投じて開発
した技術を特許化し、登録された特許をできるかぎり維持しながら価値を搾り取っ
ている企業ほど長期的な営業利益率は高くなる。一方で、登録された特許が多いに
もかかわらず、権利化後直ちに消滅させるような特許の扱いをしている企業では営
業利益率が低くなることを明らかにする。特許の取得においては、独自のコアとな
る技術の特許化に努め、競合他社の参入を防ぐ高い障壁を築くために戦略的に特許
網を構築する必要性を示すものである (西口・松宮, 2007)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               
49 西口・松宮の研究において企業が研究開発の成果を特許として出願し、さらに登録された特
許の件数が、登録された時点から 5 年以内に消滅する割合をいう。 
50 財団法人知的財産研究所の特許データベース。 
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図表 ５-２ 特許の消滅率 
出願人名称  1990  1991  1992  1993  1994  1995  1996  1997  
株式会社日立製作所  21.8%  26.9% 30.3% 38.9% 40.7% 42.8%  37.1%  27.8% 
松下電器産業株式会社  21.3%  30.1% 30.3% 26.4% 27.8% 26.2%  22.2%  7.1% 
ソニー株式会社  0.5%  2.5% 4.9% 7.9% 0.6% 0.8%  1.1%  0.7% 
株式会社東芝  7.2%  17.7% 18.6% 22.1% 25.1% 25.7%  23.9%  19.3% 
富士通株式会社  13.4%  14.2% 31.0% 29.9% 15.3% 42.8%  36.0%  26.0% 
日本電気株式会社  2.1%  9.4% 9.2% 8.6% 13.9% 28.7%  33.7%  28.5% 
キャノン株式会社  0.6%  2.1% 2.8% 0.8% 0.7% 1.0%  1.3%  1.6% 
三菱電機株式会社  24.4%  30.1% 28.8% 29.8% 33.6% 31.6%  30.9%  23.5% 
シャープ株式会社  4.4%  2.4% 3.9% 2.5% 4.7% 7.7%  7.5%  6.0% 
三洋電機株式会社  30.7%  32.2% 35.7% 35.8% 28.5% 31.9%  22.2%  15.1% 
出所：西口・松宮 (2007) 
 
第３項 日本企業の認識 
企業も、自らの特許戦略の些尐とそれゆえの技術レベルの低調についての問題意
識を有する。日本企業は欧米企業と比較して競争力の強いコア技術が尐なく、また
それを生かすための組織作りがなされていないことを東証一部上場企業 446社に対
しておこなったアンケート調査が明らかにしている (阿部, 2003)。 
 
諸外国との比較検討をおこなった別の調査によれば、日本企業は自己の技術レベ
ルの認識が低いことが示されている。1998～1999 年にかけて、米国マサチューセ
ッツ工科大学とドイツフラウンフォーファー研究所、および日本の旧科学技術政策
研究所が共同で、各国研究開発投資額年間 1 億ドル以上の企業 (北米 182 社、欧州
134 社、日本 126 社)51 を対象におこなったアンケート調査では、もっとも重要な
競合他社と比較した自社の技術的位置づけに関して、以下のような結果が得られて
いる。 
 
                                               
51 回答率はそれぞれ北米 32％、欧州 40％、日本 78％。 
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図表 ５-３ 最も重要な競合他社と比較した自社技術の位置付け 
  日 本 欧 州 米 国 
技術リーダー 20％ 37％ 45％ 
競争相手と同格 54％ 47％ 34％ 
追随が早い 21％ 16％ 17％ 
追随が遅い 05％ 00％ 04％ 
出所：安部 (2003) 
 
この調査結果によれば、一般的に日本企業は欧米企業に比較して、競争力の高い
コア技術ではなく、競争相手と同等の技術で競争している実態が示されている。さ
らに、強いコア技術が尐なくないことと同時に、日本企業においては独創性の高い
特許が尐ないことも指摘されている。財団法人日本テクノマートによると「未利用
特許情報実態調査」(1996) においても、日本企業が自社の持つ特許を、「従来ない
独創性の高い技術」、「独創性が高い技術」、「改良性が高い改良技術」、「既存技術の
小さい改良技術」と分けた場合、「従来ない独創性の高い技術」は 5.6％しかないこ
とが示されている (安部, 2003)。 
 
第４項 特許出願の背景 
このような日本企業の特許戦略の些尐、保有技術の低調という現状の背景には、
知財戦略を、全社的な経営戦略、事業戦略との整合をおこなわずに、統制や統一の
方向性が不十分なままばらばらにおこなわれていることがあろう。企業の知財部に
30 年以上勤めた方へのヒアリング調査では下記コメントが得られた。 
 
かつては多くの日本企業で研究者に特許出願のノルマを設けていた。たとえば、
10 人のグループならそのチームには一年間で 20 件の特許出願が課せられる。そう
するとみんなとりあえず特許を出さなくちゃいけないから、数をこなすために特許
出願をする。数を重視するこのノルマ主義から、特許の質を重視するようにしよう
と思って、たとえばチームメンバが 10 人から 12 人に増えたとしても特許出願ノル
マを 20 件のままに据え置くようにすると、結果的にこれまで出願できていた 20 件
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さえも出願しなくなる。これを全社的にみると明らかに特許出願が落ち込むことに
なる。やっぱり (出願ノルマという) プレッシャーがあると出願しようとする心理
が働くし、経営や体外的に見ても、(特許の質に重きを置くことが本質的には正しい
と考えたとしていても) 特許の質を計ろうとするよりも、特許の件数で管理したほ
うが分かりやすいし、目標にもしやすい。だからなかなか特許の出願件数のノルマ
や管理から脱却することが難しい。でもこれからはもっとキーテクノロジーをとっ
ていかなくちゃいけない。そのためには分野特化して、研究所もそういう視点でや
っていかなくちゃいけない。 
 
たしかにかつてはクロスライセンスの交渉のテーブルでは件数がものをいうた
め、できるだけ多くの特許権をもっている必要があった。それは、どれだけたくさ
んの数の特許権をもっているかが、交渉力に大きく影響してくるため。でも、最近
はバルクとしての特許の総数よりも、質のいい特許をどれだけ持っているかという
ことにより注目するようになってきている。これまでのようにたくさんもっていれ
ばいいというよりも、一件いっけんを大切にしなくちゃだめだ。 
 
質のいい特許とは、たとえばどれだけ標準技術をかすっているかで判断される。
質のいい特許を判断するために、技術者、事業部、特許部が一緒になって文言の解
釈から議論して、対象とする特許の技術的な範囲を判断するようにしている。 
 
企業で長年知財実務に関わった方からは、研究開発の現場の目線、特許部門の目
線と、経営として求める方向性、管理方法を整合することの難しさと、現場の苦悶
が指摘される。中村と京本 (2006) も同様に、企業による特許出願の現場の実情を
指摘する。曰く、ある発明が、特定の技術の一部分にだけに関わるものであれば、
その発明の占める価値は突出して大きいとはいえない。ほとんどの発明がこのよう
な大同小異の発明であると、発明の評価を正しくおこなうのは難しくなる。特に、
自社製品への実施だけが重要性判断の要素だけではなく、他社製品での実施の可能
性まで含めて判断しなければならないとすると、この価値評価は極めて曖昧なもの
となる。価値評価する線引きが難しいと、その発明についての出願是非を決定する
線引きも難しく、安全をみて提案された発明はほぼ全て出願するという大雑把な作
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業になっていく傾向があろう。また、各発明部門には、研究開発成果を、形にして
おく必要性がある。発明部門の管理職にとっては、自部門の技術者の発明創作活動
に実績や報奨を与えたい、自部門に課されたノルマを形式的でも達成したいという
動機を持たせる可能性もある。発明部門にとって特許出願対象を厳選するメリット
がなければ、自ら選別する行動はとらない。そこで、全社的な出願活動に呼応し、
他社への権利行使ができないものや、自社技術として特に重要とはいえないもので
あっても、多くの発明を出願しようと行動する可能性がある。同研究は、知財の現
場の実際として、実態聴取の結果を紹介 (下記参照) し、企業における特許取得の
現状を明かす。 
 
 実質的には、開発部門の意向に対して、明確な理由がない限りは、知的財産部
が開発部門と逆の判断をおこなうのは困難。 
 「出願したい」発明部門の存在が強い。 
 発明者自身が、新規性がない、と認識しながらそれでも出してくれと言われる
場合がある。 
 これまでは、防衛特許として、出願の「数」で勝負する戦略をとってきたこと
ものあり、発明者にノルマを課し、「数」による目標設定としていた。一方、今
日においては、良質案発明を厳選して出願すべきとの流れとなっているが、こ
れまでの「数」による管理・評価から「質」による管理・評価へとシフトする
にあたり、発明者の評価との兹ね合いもあり、なかなか現場への浸透が困難な
状況にある。 
 
第５項 日本企業の特許出願の現状のまとめ 
多数の特許を取得する日本企業ではあるが、保有する特許は第三者からは高く評
価されない、実際に標準技術の交渉のテーブルではその存在感が薄い、コストをか
け取得した特許を早期に放棄する、特許取得が必ずしも収益に結実しない。これら
の問題点については企業自らもその問題を認識しているところであり、知財の現場
からは本来的な特許取得と特許取得件数や研究開発成果としての特許出願との狭間
にある声が確認されている。保有技術の低調を含めた特許戦略の些尐は、日本の企
業にとって深刻な問題である。 
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このような現状から脱するためには、研究開発あるいは特許部門による細分化さ
れた知財戦略ではなく、事業戦略、経営戦略と整合した全社的な戦略の策定と実行
が必要となる。そしてその実現に向け、研究開発投資の成果たる技術発明を権利化
し、これを全社の利益に結びつけるためには、経営トップ自らが戦略統合をおこな
い、コア技術の獲得、そのための知財戦略の策定実行への強い関与が求められる。
5 年後 10 年後にどのような製品構成にするのか、そのためには技術獲得に向けてど
のような分野に集中投資をおこなうのか、開発し権利化された技術を事業化しさら
には収益化につなげるためにどのような事業戦略、商品企画を構築する必要がある
のか。これらの視点から逆算して必要な技術開発の権利化をおこなってくべきであ
る。これらの事情に鑑み、以下で、本論文において論じてきた産業特性と法執行シ
ステムの成熟度から導かれる企業がとるべき特許出願の姿勢を示す。  
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第３節 仮説の構築 
本節では、本章第 1 節でみた特許取得の戦略に影響を与える 2 要素、すなわち法
執行システムの成熟の程度と、産業特性という複合的な視点から、本章第 2 節で確
認した特許取得の現状にみられる諸問題から導かれる、企業の特許取得戦略を論じ
る。 
 
図表 ５-４ 特許取得の 4 分類
未 熟
② ①
③ ④
制度の成熟度
高
低
特
許
の
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第１項 第一象限：ドミナント 
右上、第一象限は、特許有無が決定的に重要な業界、かつ、法執行システムの成
熟度が高い国・地域において事業をおこなう企業が属する範疇である。この範疇に
おいては、産業の観点からは、特許の有無は当該ビジネスの今後を決定づけるほど
に決定的なものである。従い、この範疇にある企業においては、潤沢なコストをか
けて特許の取得をおこなうべきである。さらに、コアとなる基本特許だけではなく、
周辺特許、改良特許と呼ばれる特許においても積極的に権利化を進めることで、最
重要な基本特許の保護を厚くするとともに、基本特許にかかる製品の延命化を図る
ことが望まれるであろう。 
 
また、成熟した法執行システムを有する国・地域であるため、第三者による権利
侵害に際しては、訴訟を提起し遂行することによって、あるいは、訴訟になれば十
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分に当該権利の保護が図られるだろうという権利者および侵害者の安定的予見性の
高さ、権利者保護の蓋然性の高さからそもそも訴訟を提起するまでもなく、侵害の
排除、権利の独占、損害の回復が可能である。これらを考慮すると、この範疇にあ
る企業が取るべき特許取得の行動は下記のとおりに導かれる。これを、全社的にコ
ストをかけて市場支配するほどの特許を取得しようとする戦略であることから、ド
ミナントと称することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
ドミナントにおける戦略の要点は、法執行システムが成熟した国・地域において
製品の主要かつ大部分を占める基本特許の取得によって継続的かつ安定的に収益が
見込める点である。一つの特許の有無により市場での優位性が決定的となる基本特
許を取得することにより、代替技術の脅威も尐ない状況下で長期的かつ安定的な収
益の獲得が可能となる。また、基本特許により築いた優位な地位をより強固なもの
にするために、攻勢的に基本特許にかかる周辺特許および改良特許の取得をおこな
うべきである。それにより、第三者による権利侵害に際し、自己の権利を保全する
根拠として、基本特許のみならず周辺特許、改良特許と複数の特許権を用いて防御
することが可能とり、結果的に権利保護を厚くしかつより確実なものとすることが
できよう。 
 
他方で、ドミナントにおける難点は、特許取得に結びつけるための研究開発への
多大な投資が必要となる点である。多大な研究開発投資をおこなった場合にも、こ
れが新規の技術発明に結実することが約束されるわけではない。そのために、企業
は自己が注力すべき技術分野の選定、他社動向を常に分析し、実を結ぶ研究開発を
推進する必要がある。また、自社での研究開発で賄いきれない技術については他者
との共同研究を実施することや、技術の種を他社から譲り受けることも考えられる
特許が重要な業界 → 特許有無が事業展開に多大な影響 
法執行システムの成熟度高い → 直ちに有効な権利行使が可能 
従い 
全社的に最優先事項としてコストを惜しまず特許取得を進める 
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だろう。多くのベンチャー企業や大学等の研究機関には基礎研究段階にある多数の
技術があるところ、製品開発力、製品化のためにはさらなる資力および経験が必要
となるところであり、企業にとっては基礎技術の調達先として検討に値しよう。こ
のように技術の将来性を見極め、必要に応じて基本特許につながる技術の種を外部
から獲得することも重要な手法と考えられる。 
 
第２項 第二象限：プロスペクト 
左上、第二象限は、特許有無が決定的に重要な業界、かつ、法執行システムの成
熟度が低い国・地域において事業をおこなう企業が属する範疇である。まず、産業
という観点からは、特許の有無は当該ビジネスの今後を決定づけるほどに重要な位
置づけにある。また国・地域という観点からは、未だ法執行システムが成熟してお
らず、よって、第三者の特許権利侵害に際しても、これを公平に排除することが非
常に困難または不可能な状況である。ただし、法執行システムは、経済の発展、政
治制度の向上、技術レベルの発展により、改善の方向に向かうものである。従い、
20 年という特許期間の中期や後期においては、侵害者の排除を有効におこないうる。 
この 2 大要素から導かれる本範疇に属する企業が特許取得に際して取るべき戦略は、
当面はビジネスに要となる基本特許を取得するにとどめることである。制度の成熟
度、市場の広がりを勘案しながら、後追いで周辺特許、改良特許の類の出願を検討
すべきであると考えられる。将来的な権利行使を見込んで特許取得をおこなうこの
範疇の戦略を、プロスペクトと称するものとする。 
 
 
 
 
 
 
プロスペクト戦略の要点は、法執行システムの成熟によって、権利化後において
基本技術にかかる特許権が次第にその資産的価値を増す点にあろう。法執行システ
ムの成熟に向けた実務や政策の動向に応じて、紛争に備えて基本特許の維持管理に
も注力すべきである。紛争に際して有効に機能しうる権利であるためには、当該国
特許が重要な業界 → 特許有無が事業継続に多大な影響 
法執行システムの成熟度低い → 直ちに有効な権利行使が不可能 
従い 
事業に必須となる基本特許を取得する 
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における法制度、法解釈、運用のもとで紛争発生時においても有効な特許として認
められる必要がある。法執行システムの成熟度の低い国は、不安定かつランダムな
制度運用実態、頻繁な制度や規定の変更が多いという特徴を有する。そのために権
利取得時において有効とされた特許権が、取得から 5 年あるいは 10 年経過後の紛
争発生時においても同様に有効と判断されるかは定かではない。従い、事業に必須
となる基本特許の取得に加えて、権利取得後においても、制度の運用動向を見極め
ながら権利行使に備えて基本特許の維持管理に注力する必要がある。  
 
逆にプロスペクト戦略の課題としては、法執行システムの成熟がないと取得した
特許が意味のないまま終わってしまうことになり、投下コストがもたらす利益が無
である結果となりかねない。さらに外国の国での特許出願は現地語による技術情報
の公開に終わり、結果的に現地への情報提供にさえになりうるという危険がある。
そのため、企業としては法執行システムの成熟を促進するような動きを支援するこ
とが考えられよう。そのためには、業界団体による協議や協力体制の強化、現地で
自己の従業員、取引先等へのセミナー開催、現地教育機関での講演等の啓もう活動
の実施が考えられよう。 
 
第３項 第三象限：オルタネイト 
左下、第三象限は、特許の有無は相対的な重要度を有するにとどまる業界、かつ、
法執行システムの成熟度が低い国・地域において事業をおこなう企業が属する範疇
である。この範疇における産業では、製品は多くの技術を集積して構成されるもの
であるため、一つ一つのすべての特許が重要であるということではない。特許の価
値は、他の技術、他の特許と関係において総合的に勘案されるところである。一方
で技術集積型の製品の特徴として、多数の技術が組み合わさって一つの製品が成立
しているがために、その技術サイクルが短期的である。多段階に渡る部品や、組み
合わせや、製造工程の各場面において多数の者によって技術革新が図られる。また、
技術複合型の産業の場合は機械的な要素が強いため、課題を解決しようとする場合
に複数の手段が考えうる。そのため、技術サイクルが短期的である傾向を有する。  
 
次に、国・地域という観点からは、上記プロスペクトと同様に、未だ法執行シス
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テムが成熟しておらず、よって、第三者の特許権利侵害に際しても、これを公平に
排除することが困難または不可能な状況である。ただし、法執行システムは、経済
の発展、政治制度の向上、技術レベルの発展により、発展向上の方向に向かうもの
であるため、20 年という特許期間の中期から後期においては、有効に侵害者の排除
をおこないうる。この 2 大要素から、本範疇に属する企業は、特許取得に代えて、
技術の秘匿化、先行者利得を獲得することに注力すべきである。これをオルタネイ
トと称するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
オルタネイト戦略においては、法執行システムがいまだ成熟していない国・地域
において、代替技術の脅威が大きく技術交代が早い技術分野において、行使しえな
い特許を画一的に取得することにかえて、他の戦略ツールを活用することで、技術
の保護、競争優位性の獲得を図ろうとすることである。特許の取得をおこなわない
とすることで、特許取得に要しただろう資源を他の活動に配分することが可能とな
る。有用かつ機密性の高い情報は文書化しない、有用かつ機密性の高い情報はごく
限られた人間間のみで共有する、といった方策により漏洩を防止する。部品調達や
共同開発、研究委託等のために第三者に情報開示する場合には、必要最低限の部分
的な情報のみを開示する。あわせて漏洩、目的外使用禁止違反の場合の罰則規定を
明示する等の手段によって、自己の技術情報をノウハウとして保持すること考えら
れる。あるいは、コア技術にかかるパーツの製造は自国に残しかかる技術はブラッ
クボックス化する。そうして製造したパーツを新興諸国に持ち込み、最終的な製品
に組み立てる。この際にはリバースエンジニアリングにも耐えうるブラックボック
スにすることが重要である。他にも、他社に先駆けで製品を市場に導入することよ
る先行者メリット、希尐な原材料やチャネルの先取が含まれよう。 
 
特許の価値は相対的 → 重要な技術の選別が必要 
法執行システムの成熟度低い → 直ちに権利行使が不可能 
従い 
特許取得に代えて、他の戦略手段に注力する 
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他方で、競合他社、地元企業が取得した特許が自己のビジネスに障害となること
が考えられる。権利行使が不可能という自己の判断のもとに権利取得しなかった場
合でもあっても、特許制度がある限り、第三者の特許取得を妨げるものではない。
そのため、第三者により取得された特許権により自己の事業の展開の中断を迫られ
る、技術実施の対価を求められる等の係争に巻き込まれるといったことが懸念され
る。そういった事態に備えて、企業は、相手方が必要とするような交渉材料となる
キーデバイス特許のみは取得しておき有利に交渉を進める、あるいは先使用権を確
立する、公知化を目的とした特許出願をおこなうことが有効であろう。 
 
第４項 第四象限：セレクト 
右下、第四象限は、特許の有無は相対的な重要度を有するにとどまる業界、かつ、
法執行システムの成熟度が高い国・地域において事業をおこなう企業が属する範疇
である。 
 
この範疇においては、まず、産業という観点からは、製品は多くの技術を集積し
て構成されるものであるものの、一つ一つのすべての特許が重要であるということ
ではない。むしろ、多数の特許があるなかで必須となる技術、それなしには最終製
品が成立しない特許、他の代替技術がない特許はより価値が重いものである。次に、
前記ドミナントと同様に、成熟した法執行システムを有する国・地域であるため、
第三者による権利侵害に際しては、訴訟を提起し遂行することによって、あるいは、
訴訟になれば十分に当該権利の保護が図られるだろうという権利者および侵害者の
安定的予見性の高さからそもそも訴訟を提起するまでもなく、侵害の排除、権利の
独占、損害の回復が可能となるところである。従い、これまでのように特許の束を
バルクとして一括でおこなうようなクロスライセンスを前提とした件数を重視する
特許取得ではなく、自己の事業に真に有用である技術発明、キーデバイスに必須と
なる技術発明を選択的に特許出願すべきである。特許出願、権利維持にも多大なコ
ストがかかるところ、特許の価値は相対的である状況において、企業はこれまでの
ように特許件数を盲目的に追いかけ積み上げるのではなく、真に取得に値する特許
の取得をおこなうべきであり、これをセレクトと称することとする。 
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セレクト戦略における要点とは、取得した特許が権利行使や契約交渉に資する強
い特許の束である点である。これまでの取得特許が、技術の優务の評価が不足した
ままの全方位的に取得した権利が束となり層とおり、結果的には権利行使に益しな
い、自社の事業展開に資することのない不要な特許も多数含まれていたこととは対
照をなす。強い特許を束、層として取得することにより業界の中でも技術リーダー
としての地位を確立することが可能となろう。また権利行使に際しても強い特許と
して侵害者の排除も実現させる。こういった強い特許、キー技術の特許を取得する
ためには、企業は自己の強み、他社の技術開発動向、今後の市場の行く末の観点か
ら、まず自社が研究開発をしようとする分野を選定することも重要となる。 
 
他方で、権利の取得と維持にかかる費用が増大する危険性はセレクト戦略の課題
といえよう。機械的な技術集積の特徴を有するこの分野では、多くの技術発明が生
まれやすい。そのため、重要な技術と判断された発明が特許出願されることになり、
結果的に多数の特許の取得がおこなわれる可能性もあろう。代替技術の脅威が大き
いこの分野においては、特許取得後も市場や他社の技術動向を常に注視しながら、
取得した特許の中から特許の維持、更新が不要となったものを権利放棄していく勇
気ある判断が必要であろう。一度取得した特許は資産として今後の可能性のために
安全を見て保有継続したい衝動や、一件あたりの特許維持費用は過大な負担ではな
い事実から企業としては特許を保有する向きがあるかもしれない。しかしながら、
当該技術分野はそもそも多数の特許取得をおこなう傾向にあるうえに、価値を生ま
ない特許の保有による維持費は蓄積すれば相当なコストになるものであり、企業と
しては取得した特許技術の要否を戦略的に検討しながら、経済的合理性ある判断に
基づいて権利の維持あるいは放棄の評価をしっかりとおこなっていくべきである。  
 
法執行システムの成熟度高い → 直ちに有効な権利行使が可能 
特許の価値は相対的 → 重要な技術の選別が必要 
従い 
コアとなる技術の選択的な特許取得をすべきである 
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第４節 仮説のまとめ 
本節では、産業ごとの特許の位置づけの異なり、技術的な性質に起因する代替技
術の脅威の差による産業ごとの特許の位置づけの違いと、その権利を実際に行使す
る際に重要となる法執行システムの成熟度に応じて、企業がどのような特許取得を
おこなっていくべきかについて、ドミナント、プロスペクト、オルタネイト、セレ
クトと称する分類ごとにその戦略を論じた。ドミナントに属する企業は、全社的に
最優先事項としてコストを惜しまず特許取得を進める。プロスペクトに属する企業
は、事業に必須となる基本特許を取得する。オルタネイトに属する企業は、特許取
得に代えて、他の戦略手段に注力する。セレクトに属する企業は、コアとなる技術
の選択的な特許取得をすべきであり、産業特性と法制度に応じた特許出願戦略 
(Patent Prosecution Management) を導いた (図表 5-5)。 
 
真に自己の事業展開に益する特許を取得するためには、企業は技術発明を一律に
特許出願するのではなく、自己の事業の技術的な特性および特許取得を求める国・
地域の法執行の発展状況、確からしさ、信頼の程度をも考慮すべきである。そのた
めには、今後自己のビジネスをどのように展開しようと考えるか、今後の自社製品
をどのように構成しその市場づくりをどのように展開させるのか、事業において収
益をどのように確保するのか、そしてそれをなすためにどのような要素技術が必要
になるのか、そのために現時点での研究開発のテーマ設定をいかにすすめるのか、
という長期と短期の視点をもってその戦略を策定し実行すること、さらに、特許を
取得しようとする国・地域における権利行使の実行可能性の有無の考慮をしていく
ことが必要となろう。 
 
94 
図表 ５-５ 特許出願戦略／Patent Prosecution Management 
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第６章 まとめ 
 
終章では、第 1 節に本論文のまとめを、そして第 2 節に今後の研究課題を記す。 
 
第１節 本研究のまとめ 
第１項 特許の現状 
本論文は、企業経営に知財的視点を付加することを目的に、企業の事業戦略、経
営戦略に資する特許取得について論じてきた。多数の特許出願がおこなわれている
中で、特許を取り巻く諸環境、諸制度も多方面で変革している。たとえば、知財高
裁の設立、知財流通市場の興起、特許法改正である。一方で、企業が活動する世界
の経済情勢は変化のなかにあるため、これに対応した特許出願の戦略が求められる。
特許取得は潜在的な資産構築に過ぎず、収益への寄与は必ずしも約束されない状況
において、知財の現場では研究開発の成果として特許出願を望む開発部門の意向に
沿わない決断をおこなう動機が働きにくいという問題が発生する。その解決のため
には、企業トップ自らが知財戦略に深く関与し、企業として真に取得に値する発明
技術の取捨選択をおこなうことが求められる。 
 
そのような中において、本論分で論じてきたとおり、特許取得の戦略策定には産
業の違いと法執行システムの成熟度が大きく影響する。特許法を、経済理論をもっ
て解釈を試みた諸研究によっても、各理論の適用可能性は、特定の産業を前提にし
た時のみに可能となるものであり、全産業を対象とした経済理論の適用は困難であ
ることが示された。特許法は理論的には全産業を対象とした技術的に中立な統一法
であるにもかかわらず、その背後にある経済理論は各産業に異なるものである。こ
れと呼応して、統一法である特許法の実際の手続きにおいもて、産業ごとに異なる
取り扱いがなされていることが実証的な研究で明らかにされており、これらは、特
許法は統一法でありながら各産業への影響の度合い、各産業における特許すなわち
技術の独占排他権付与による影響の大きさが異なることから、運用面での調整をお
こなおうとする工夫の表れと解釈されるものである。他の研究によっても「産業ご
とのライセンス市場の違い」、「特許から得られる収益の違い」、「パテントホールド
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アップ問題」といった先行研究から『特許の価値は産業ごとに異なる』ことが示さ
れている。事例分析では、一件の特許が数千億円の利益をもたらす産業がある一方
で、ある業界で特に重要と評価される特許でも数百万円程度の利益をもたらす業界
があることが明らかなように、特許の位置づけ、重みは産業ごとに異なるものであ
る。産業ごとに技術的な特性があり、一つの技術発明の優位性が長期的かつより絶
対的なものか、短期的かつより相対的なものかの違いによって代替技術の脅威がこ
となることが背景にある。 
 
特許取得に際して法執行システムの成熟度も大きく影響する。特許法を制定する
国は多くあるが、その法の下の権利を保護するための法執行システムの成熟の度合
いは、成熟している国・地域と、未成熟との国・地域間の差は大きい。特許の運用
がわからない、政治的に安定しない、法曹人材の不足、先進諸国の技術導入を図り
たい意向、財源不足、国民の意識欠如等、その原因は多様かつ複雑であるが、新興
諸国における特許保護の実務は非難の対象となっていることが現状である。先行研
究によっても、「新興国の法制度は未熟である」「中国における所有権保護の欠如し
ている」、「日本企業の (対諸外国) 投資動向、中国への投資は株価を下落させる」、
「中国ビジネス環境では有力者とのコネクションが必須である」ことが明らかにさ
れ、『現状の中国の特許制度の運用は特許の価値・機能を満たすものではない』とい
うことが示された。法執行システムの成熟度について現状の中国に焦点をあて事例
分析をおこなったところ、法律の規定によれば保護されるべき権利は侵害されたま
まであり、透明性ある手続きを欠き、正当な根拠がないままに問題が処理される現
状が確認された。これらは、現状の中国では、法制度が整備されつつあるが、その
制度自体もまだ発展途上の内容であり、さらに制度を担う人的資源という広い意味
での制度改革は今後の課題であることが明らかになった。 
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第２節 仮説の提示 
先行研究、事例分析で論じてきたとおり、企業が特許を取得しようとする際には、
特に産業の違い、法執行システムの成熟度、の二点が大きく影響する。産業特性か
らは、事業戦略上の優位性の検討が必要となる。ある技術発明が長期的なものなの
か、短期的なものなのか、その他の課題解決手段がありうるものなのか、次世代技
術により置き換えられてしまうものなのか、という視点から競争優位の獲得手段と
しての特許の強さ、代替技術の脅威の程度として検討する必要がある。法執行シス
テムの違いからは、ある技術発明が戦略上有効となる期間の検討が必要となる。法
執行システムの成熟度が高い国・地域においては権利取得後直ちに権利行使を実行
しうるが、法執行システムの今後の発展向上が求められる国・地域においては、特
許取得後において権利期間の中期から後期のみ有効な手段となりうるものである。  
 
このような産業と制度という二つの要素から企業が属する四つの分類について、
特許出願戦略を論じた。産業ごとの特許の位置づけの異なり、技術的な性質に起因
する代替技術の脅威の差による産業ごとの特許の位置づけの違いと、その権利を実
際に行使する際に重要となる法執行システムの成熟度に応じて、企業がどのような
特許取得をおこなっていくべきかについて、ドミナント、プロスペクト、オルタネ
イト、セレクトと称する分類ごとにその戦略を論じた。ドミナントに属する企業は、
製品市場の独占のために、全社的に最優先事項としてコストを惜しまず特許取得を
進めるべきである。プロスペクトに属する企業は、将来資産を構築するために、長
期的に保有することを予定する事業に必須となる基本特許をひろくゆるく取得すべ
きである。オルタネイトに属する企業は、特許取得に代えて、技術のブラックボッ
クス化、希尐な資源やチャネルの先取等の他の戦略手段に注力する。セレクトに属
する企業は、数ではなく質で勝負しうる価値ある参入障壁の形成のために技術的に
強力なコアとなる技術の選択的な特許取得をすべきである (図表 6-1)。 
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図表 ６-１ 特許出願戦略／Patent Prosecution Management 
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第３節 今後の研究課題 
最後に、本論文の今後の研究課題を記すこととする本論文では法執行システムが
未成熟である新興諸国の代表国として市場において急成長し注目が集まり、かつ多
くの先行研究の蓄積がある現在の中国を選定した。他の新興諸国への一般適用には、
中国の特殊な政治体制、経済体制と多民族他言語国家という事情への一定の考慮が
必要となろう。そのため、現在の中国以外の新興諸国における本論文が導く仮説の
適用についても今後の検討が必要となろう。また、事例分析においては特許裁判に
関する資料・正確な情報が確認できないことから一般事例としての通常民事紛争を
対象とした。特許制度の活用とその後の侵害、無効論等の紛争事例が蓄積された暁
には、特許関連の事例を用いて本仮説を検証することは今後の課題としたい。産業
の事例として製薬の特許と通信技術の特許の件数とそれらから得られる利益の比較
検討をおこなった。今後は、同様の産業からの他の事例、さらには他の産業からの
事例における本仮説の検証をおこない、本仮説の適用可否の探求が求められる。 
 
今回考慮できなかった時間軸について考察することは今後の研究課題としたい。
仮説で提示される法執行システムが未熟であると分類される新興諸国の多くが、つ
いには成熟に分類されることになろう。それは国際社会の一員としての責任と地位
獲得には必須のことであり、経済発展を志向する新興諸国自身にも益するものであ
る。同時に、グローバル、ボーダーレスな経済環境において避けられないことであ
ろう。そのようななか、本論文では、今後中国をはじめとする新興諸国がどのよう
なスピードでその法執行システムを発展向上させていくかについての視点を含める
ことはできなかった。実務家に対するヒアリングの中では、中国の急速な実務改善
の声も聞かれた。10 年前には特許侵害訴訟における訴状の作成の仕方もわからなか
った現地弁護士ばかりであったが、現在では経験と知識を習得した弁護士も増加し
ているという。また、かつては中国の弁理士は発明技術の正しい理解や翻訳に多く
の深刻な問題を抱えていたというが、最近はスキルと経験の蓄積が著しく、職務の
質が向上しているという。実務家の個別具体的なご経験やその過程で受けられる印
象の違い、個別経験とその文脈の中において、どの要素をもって成熟の程度を判断
するかはそれぞれ異なるものであるところ、確かに中国の実務のレベルの向上は確
実であろうときに、現状の中国はすでに成熟のカテゴリーに入りかけているとも考
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えられるだろう。 
 
構築した仮説は、全ての国・地域の法執行システムが成熟した場合を想定したも
のではない。これまでみてきたとおり、特許の取得・維持にはコストを要するもの
であり、従い、各国・地域の法執行システムが成熟してきたからといって、すべて
の国・地域で特許取得をおこなうことは過剰なコストとなる。特許権の行使、つま
り、第三者の無認可による特許技術使用に際してこれを排除するには、第三者がお
こなう製造、使用、販売の行為の各段階が考えられるが、どの国・地域で特許を取
得することでどの段階で差し止めるのかを考慮した新しい視点から検討が要される
であろう。たとえば、最終製品に組み込まれて使用されるある部品の場合に、この
部品にかかる特許を保有する者は、当該部品の製造地、使用地、または販売地にお
いて各行為の差止めを求めることができる。これは製造地での権利行使か、消費地
での権利行使かとも言い換えられる。当該部品の製造、販売を止めるためには、特
許権者は製造地および消費地の双方で特許権を取得する必要は必ずしも必要ではな
いため、いずれの国・地域で取得するかという判断が必要となる。またこのときに
は、誰に対して権利行使をおこなっていくべきかという視点も要される。侵害排除
のための権利行使を、当該部品を使い最終製品を製造販売する完成品メーカーに対
しておこなうのか、あるいは、当該部品を製造販売する部品メーカーに対しておこ
なうべきか。それは、おそらく自己の顧客あるいは潜在顧客であろう完成品メーカ
ーとの信頼関係、侵害する部品メーカー数の多尐や損害賠償のための資力、自己の
部品の優位性も影響してこよう。それだけではなく、市場形成の地理的な分布も考
慮を要する。たとえば、最先端技術を終結させた高価な医薬品の主たる市場は欧米
を中心とした先進諸国であるのに対して、パソコンや携帯電話といった製品は一定
の普及が落ち着いた先進諸国に比べて後進諸国での市場拡大が著しい。企業は特許
取得に際して、自己の製品の特性、製造と消費の関係、市場の所在をも考慮する必
要があるだろう。 
 
本論文では、特に特許の出願戦略に注目し仮説的な戦略の提示をおこなった。5
年後、10 年後の事業展開、製品構成、収益獲得を構想して大きな事業戦略を展望す
ることが必要となる。そして、そのために今おこなうべき技術開発や技術獲得 (外
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部からの技術獲得含む) を策定し、そのための研究開発投資の資源配分、技術者の
獲得、技術選別の人材育成、技術の製品化への企画力の強化も必要となろう。この
ような、技術戦略から、出願を主とする特許戦略、運用を主とする特許戦略、事業
戦略までを統合する経営戦略については、本論文では研究の対象とすることはでき
なかった。従い、今後の研究テーマとしたい。さらに、本論文において導出した特
許出願戦略を実際の実務においていかに活用するのか、出願を絞るための指標、何
割削減すればよいのか、何を基準として削減すべきかの指標やチェックリストの作
成が必要である。たとえば、自社を、代替技術の脅威の大きいあるいは小さい産業
で事業活動をおこなうと位置付けるための指標はあるのか。という点につき、現に
実務において本論文で構築提示した仮説を有効に活用せしめるにあたっては、定量
的な基準、指標の策定が求められるだろう。今後の研究課題を残す結論であるが、
本論文が企業経営者に知財へのよい大いなる関心と高い問題意識の醸成を促すきっ
かけの一助となることがあれば本望であり喜びであり、これを切に願いここに筆を
置く。 
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